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(単位�千円)

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

総 務 部 私立学校助成費 7,019,658

� 私立学校経

常費補助

4,738,854 補助金交付先 学校法人等

補助単価 (園児・生徒一人当たり)

中学校 301,487円

高等学校 316,384円

幼稚園

学校法人 171,219円

学校法人以外 64,951円

専修学校及び各種学校

学校法人 27,196円

学校法人以外 12,299円

� 私立学校教

職員退職金財

団財政健全化

対策支援事業

費補助

70,000 私立学校教職員退職金財団の財政健全化対策

の実施による加入学校法人の負担軽減に対する

補助

補助金交付先 県私立学校教職員退職金

財団

補 助 率 定額

� 私立幼稚園

特別支援教育

費補助

49,392 心身障害児教育を行う幼稚園の運営費に対す

る補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額 (国１２､ 県
１
２)

� 私立高等学

校等就学支援

事業費

1,638,562 家庭の教育費負担を軽減するため､ 私立高校

等の生徒に係る授業料を軽減するのに要する経

費

�私立高等学校等就学支援金交付金

1,635,326

交付金交付先 学校法人

交 付 率 定額 (国1010)

交付対象及び交付単価

�県事務費 3,236
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交 付 対 象 交付単価 (月額)

年収250万円未満程度の世帯 19,800円

年収250万～350万円未満程度の世帯 14,850円

年収350万円程度以上の世帯 9,900円



部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

� 私立高等学

校等就学支援

費補助

177,682 私立高校等の生徒に係る授業料と私立高等学

校等就学支援金交付金の差額部分のうち､ 一定

額を軽減するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補助対象及び補助単価

� 特色教育支

援経費補助

141,983 生徒指導の充実､ 預かり保育事業等､ 私立学

校における特色ある教育の推進に要する経費に

対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額 (国１２､ 県
１
２)

� 私立幼稚園

研修事業費補

助 (新規)

800 幼児教育を取り巻く環境の変化や国における

幼保一体化の議論等に対する認識を高めるため

の教職員・父母等研修の実施に要する経費に対

する補助

補助金交付先 県私立幼稚園連合会

補 助 率 １
２

� 私立学校振

興活動費補助

1,100 私立学校の経営研究及び私立学校教職員向け

の研修会の開催等に要する経費に対する補助

補助金交付先 県私学協会

補 助 率 定額

� 私立幼稚園

子育て支援等

推進事業費

201,285 私立幼稚園における子育て支援､ 預かり保育

等の取組みを促進するため､ 雇用対策の観点も

踏まえ､ 園内に短期の補助員を配置するのに要

する経費

納税者サービス拡

充事業費 (新規)

9,735 納税者の利便性向上を図るため､ コンビニ収

納の対象税目の拡大やパソコン・携帯電話等を

利用した自動車税のクレジット収納を導入する

のに要する経費

創意と工夫が光る

元気なあおもりづ

くり支援事業費補

助

200,000 地域の特性を活かした地域づくりのため､ 市

町村が自主的､ 自発的に創意工夫して実施する

事業に要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村
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補 助 対 象 補助単価 (月額)

年収250万円未満程度の世帯 4,950円

年収250万～350万円未満程度の世帯 2,470円

家計急変世帯 7,420～14,850円



部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

補 助 率 通常事業 ２
３､

１
２､

１
３

(財政力によ

り区分)

連携事業 ２
３

特認事業 ２
３

補 助 限 度 額 通常事業 3,000 (平成21

年４月以降に

合併した市町

村は5,000)

連携事業 通常事業と同

特認事業 10,000

災害に強いまちづ

くり・ひとづくり

事業費 (新規)

5,300 地域住民の防災意識の向上による主体的な活

動を促すため､ 市町村と連携し､ 地域防災活動

に取り組むリーダーの育成や教材ＤＶＤの作成

を行うのに要する経費

八甲田山中火山性

ガス遭難事故再発

防止対策事業費

(新規)

750 八甲田山中で発生した死亡遭難事故の現場周

辺で確認された火山性ガスの危険性について注

意喚起するため､ 関係機関との共同により看板

を設置するのに要する経費

総 務 部

環境生活部

健康福祉部

商工労働部

農林水産部

県土整備部

警 察 本 部

教育委員会

選 挙 管 理

委 員 会

庁舎等利用調整及

び職員公舎集約・

共同利用事業費

665,165 県有不動産利活用推進会議における検討結果

に基づき､ 廃止庁舎の売却､ 庁舎等の利用調整､

職員公舎の集約・共同利用等を行うのに要する

経費

選 挙 管 理

委 員 会

県議会議員選挙費 662,455 平成23年４月29日に任期満了となる県議会議

員の選挙に要する経費

知事選挙費 709,204 平成23年６月28日に任期満了となる知事の選

挙に要する経費

企画政策部 地域から創る元気

青森推進事業費

19,251 地域県民局において各地域の特定課題を検討

するため､ 県､ 市町村及び地域住民等で構成さ

れる地域活性化協議会の運営並びに施策の企画･

立案及び総合調整に要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

�地域活性化協議会費 7,251

�地域活性化推進費 12,000

屋内スケート場立

地適性調査事業費

(新規)

22,510 これまでの屋内スケート場に係る課題等の検

討状況を踏まえ､ 八戸市長根運動公園内の状況

等を調査し､ 将来の整備に向けた検討を行うの

に要する経費

生業づくり推進事

業費

5,279 ｢青森県基本計画未来への挑戦｣ の最大の目

標である生業づくりが支える生活創造社会の実

現のため､ 県民の生業づくりの総合支援体制の

構築及び支援強化に要する経費

地域力の再生・創

出推進事業費

14,336 都市・農村部間の日常的な交流促進モデルを

構築するための調査・検討及び地域力の再生・

創出を支える行政サイドの人材育成と連携推進

に要する経費

�地域力再生・創出資源調査分析事業費

12,106

�地域力の再生・創出プロデュース事業費(新

規) 2,230

地域力の向上モデ

ル事業費 (新規)

3,710 人口減少社会に対応した地域力の向上を図る

ため､ 市町村が地域県民局と連携して行う試行

的な地域活性化の取組みを推進するのに要する

経費

人財誘致・交流創

造による地域力再

生事業費 (新規)

12,150 地域との連携により県外からの移住促進や交

流人口拡大を戦略的に展開するため､ 効果的な

プロモーション手法の検討､ 市町村等の受入態

勢づくり､ 移住実践者と移住希望者との交流会

等を行うのに要する経費

鉄道軌道輸送対策

事業費補助

13,358 地域住民の日常生活に欠くことのできない鉄

道事業の安全対策設備の整備に要する経費に対

する補助

補助金交付先 弘南鉄道㈱､ 十和田観光

電鉄㈱､ 津軽鉄道㈱

補 助 率 １
６ (ほかに国１３)
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

国内線需要拡大対

策事業費

19,990 羽田空港発着枠の拡大を見据えた航空需要の

創出を図るため､ 県内空港の利用促進に向けた

各種プロモーション活動やイベント・旅行商品

の造成支援等を実施するのに要する経費

�ツイン空港緊急利用拡大キャンペーン事業

費 3,620

�国内航空路線維持拡大特別対策事業費 (新

規) 16,370

未来を支える交通

ネットワーク構築

事業費 (新規)

10,650 東北新幹線全線開業後の県内交通ネットワー

クの指針を策定するため､ 各交通機関の利用実

態調査等を行うとともに､ 全線開業後の諸課題

に関係機関が連携して対応するための協議会等

を開催するのに要する経費

大間・函館航路新

船建造費補助

(新規)

(電源三法交付金

活用事業)

250,000 大間・函館航路の存続のために大間町が公設

民営方式により整備する新船の建造に要する経

費に対する補助

補助金交付先 大間町

補 助 率 定額

地方バス運行対策

費補助

178,801 地域住民の日常生活に欠くことのできないバ

ス路線の運行維持及び路線合理化促進に要する

経費に対する補助

補助金交付先 弘南バス㈱､ 南部バス㈱､

十和田観光電鉄㈱､ 下北

交通㈱

補 助 率 １
２ (ほかに国１２)

生活交通バス車両

緊急整備事業費補

助

(電源三法交付金

活用事業)

46,963 路線バスのバリアフリー化及び運行効率化等

を進めるための低床車両購入費に係る減価償却

費及び金融費用に要する経費に対する補助

補助金交付先 弘南バス㈱､ 南部バス㈱､

十和田観光電鉄㈱､ 下北

交通㈱

補 助 率 定額､ １２ (ほかに国１２)

あおもり映像コン

テンツプロモーショ

ン事業費

5,911 県が著作権を有する映像資産を職員自ら収集・

管理するとともに県民等による映像資産の利活

用を推進するのに要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

元気あおもり発信

事業費 (新規)

12,495 本県の産業､ 物産､ 観光等の振興に資するた

め､ 本県が有する資源や魅力､ 積極的な活動等

を ｢青森県の元気｣ として全国に向けて情報発

信するのに要する経費

クラウドあおもり

戦略推進事業費

(新規)

14,812 市町村間の自治体クラウドのあり方や県業務

における活用方策等を検討し､ 本県におけるク

ラウド活用の促進や県及び市町村職員の知識習

得・情報共有を図るのに要する経費

�市町村自治体クラウド推進事業費 9,555

�県クラウドコンピューティング活用検討事

業費 5,257

あおもり型グリー

ンＩＴ推進事業費

(新規)

8,030 本県において県民､ 県内企業､ 地方自治体が

それぞれの立場からグリーンＩＴを推進するた

めの行動指針等の作成及び実践モデルの検証等

に要する経費

あおもりＩＣＴク

ラウドフェスタ開

催費負担金(新規)

(宝くじ普及宣伝

事業)

15,000 ＩＣＴの普及啓発や利用者層の拡大及び地域

と産業の活性化を目的としたあおもりＩＣＴク

ラウドフェスタ (仮称) の開催に要する経費に

対する負担金

開 催 時 期 平成23年秋

開 催 場 所 青森市

負担金交付先 あおもりＩＣＴクラウド

フェスタ実行委員会 (仮

称)

青い森鉄道全線いっ

せい駅前ストリー

ト活性化事業費

(新規)

2,000 青い森鉄道の利用促進と駅舎周辺の活性化を

図るため､ 駅前商店会等との連携により鉄道沿

線としての一体的な取組みを推進するのに要す

る経費

青い森鉄道応援副

業開発プロジェク

ト推進事業費

(新規)

13,900 青い森鉄道における収益性の高い副業を開発

することを目的に､ ビジネスモデルの企画・立

案及びテストマーケティングを実施するのに要

する経費

並行在来線対策費 99,109 青い森鉄道の利用促進対策に要する経費

�並行在来線対策事業費 6,224

�青い森鉄道線利活用推進協議会負担金

1,375

�青い森鉄道アテンダント設置事業費 37,803

�青い森鉄道駅舎利活用促進事業費 53,707
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

鉄道施設事業費

(鉄道施設事業特

別会計)

5,813,405

一般会計

から特別

会計への

繰出金

1,018,849

青い森鉄道の整備､ 保守管理に要する経費

�鉄道施設整備費 1,370,879

�鉄道施設管理費 4,136,156

�公債費 306,370

青い森鉄道線新駅

整備費 (債務負担

行為)

(鉄道施設事業特

別会計)

債務負担

行為設定

額

,710,000

青い森鉄道の利便性の向上と利用者数の増加

を図るため､ 青森市筒井地区に設置する新駅の

整備に要する経費

あおもりリーダー

育成プラットフォー

ム形成促進事業費

4,545 本県経済や地域づくり等を牽引していく人材

の育成とネットワークの形成を図るため､ ｢あ

おもり立志挑戦塾｣ 及び県が各分野で育成した

人材との交流・研修会を開催するのに要する経

費

次代を担う多士済

済養成事業費

4,175 中学生・高校生が郷土の生んだ人材について

の研究や同世代と切磋琢磨する機会等を通じ､

自らが目標とする人物像を描くことができる環

境づくりを行うのに要する経費

�マンガで伝えるあおもりの人財事業費

2,698

�日本の次世代リーダー養成塾派遣事業費

1,477

人づくりのメッカ

創出事業費(新規)

6,723 本県における人材育成の気運隆盛や取組促進

を図るとともに､ 幅広い人的ネットワークを形

成するためのトップセミナー､ 若手研修会及び

表彰の実施に要する経費

次世代型キャリア

教育実証事業費

(新規)

3,000 キャリア教育のモデル事業として､ 高校生版

ＭＢＡ合宿や郷土の先輩等による講話等を実施

し､ 取組成果等を検証するのに要する経費

庁内寺子屋プロジェ

クト推進事業費

(新規)

4,950 本県が抱える政策課題等についての部局毎又

は部局横断の検討や若手育成セミナーを通じ､

県職員の高度な政策課題への対応力及び挑戦意

欲の向上を図るのに要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

環境生活部

県土整備部

地球温暖化対策関

連経費

29,856 青森県地球温暖化対策推進計画に掲げる低炭

素社会づくりに向けた重点プロジェクトの推進

に要する経費

� 低炭素型ラ

イフスタイル

づくり推進事

業費

9,209 低炭素型社会の形成を図るため､ 家庭部門等

における二酸化炭素排出抑制対策を推進するの

に要する経費

�ＣＯ２削減ビフォー・アフター事業費 4,465

�雪と寒さに強い青森型省エネ住宅普及促進

事業費 2,072

�環境配慮行動促進検討事業費 2,672

� 中小企業等

低炭素化促進

事業費(新規)

988 産業・民生業務部門におけるＣＯ２削減を図る

ための中小企業及び高齢者福祉施設を対象とし

た省エネルギーアドバイザーの派遣及び講習会

の開催に要する経費

� 県民総参加

型エコプロジェ

クト推進事業

費 (新規)

5,782 あらゆる主体の連携・協働による持続可能な

低炭素社会づくりを実現するため､ 県民運動の

推進体制を整備するとともに､ 県民総参加型の

取組みを推進するのに要する経費

�低炭素社会づくりに向けた県民運動推進事

業費 2,667

�低炭素社会づくり推進フォーラム開催費

1,932

�みんなのエコドライブ推進事業費 1,183

� あおもり型

環境金融推進

事業費(新規)

1,745 県民及び事業者の省エネ対策に係る初期投資

負担を軽減する仕組みづくりを推進するため､

環境金融検討会を設置し関係機関の連携による

金融支援スキーム等を検討するとともに､ 環境

金融セミナーを開催するのに要する経費

� 地域の人財

による環境教

育推進事業費

(新規)

7,074 県民の環境意識を高め､ 地域が主体となって

環境教育を推進する仕組みを構築するため､ 環

境出前講座の実施､ 環境教育専門員の育成及び

大人向け環境教育プログラム等の整備を行うの

に要する経費

� もったいな

い・あおもり

推進事業費

(新規)

5,058 一般廃棄物の減量化及びリサイクル率向上を

図るため､ 県民運動の継続的な実施､ レジ袋削

減や簡易包装の推進及び家庭系ごみの回収拠点

となる古紙リサイクルセンターの設置推進に要

する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

�もったいない・あおもり県民運動推進事業

費 3,008

�ごみゼロチャレンジ事業費 1,560

�古紙リサイクル推進事業費 490

総 務 部

環境生活部

健康福祉部

商工労働部

農林水産部

県土整備部

エネルギー

総合対策局

環境保全・二酸化

炭素排出抑制対策

関連経費

516,079 低炭素・循環型社会の形成を図るため､ 再生

可能エネルギーの導入､ 廃棄物の適正処理､ 海

岸漂着物対策を推進するのに要する経費

�環境保全・二酸化炭素排出抑制対策基金積

立金 1,650

�環境保全・二酸化炭素排出抑制対策事業費

364,969

・環境保全・二酸化炭素排出抑制対策事業

費補助 115,939

・むつ合同庁舎省エネ改修事業費 (新規)

16,243

・県民福祉プラザ省エネ改修事業費(新規)

68,958

・東地方保健所移転改修等事業費 40,600

・民間社会福祉施設省エネ・グリーン化推

進事業費補助 5,911

・ポイ捨てゼロ推進サポーター設置費 (新

規) 4,248

・自然にやさしい温泉街創出事業費補助(新

規) 70,000

・十和田奥入瀬地域電気自動車充電器整備

費補助 (新規) 43,070

�微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等把握支援事業

費 12,368

�海岸漂着物地域対策推進事業費 137,092

環境生活部 消費者行政対策費 214,405 総合的な消費者対策の拠点である県消費生活

センターの運営､ 機能強化及び市町村の消費生

活相談窓口の充実等に要する経費

�消費生活センター費 70,043

�消費者行政活性化基金積立金 519

�消費者行政活性化事業費 44,031

�消費者被害防止対策啓発事業費 (新規)

36,283
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

�弱者を対象とした消費者啓発強化事業費(新

規) 4,350

�消費者啓発強化事業費 (新規) 2,216

�消費者行政活性化事業費補助 56,963

補助金交付先 市町村

補 助 率 10
10

多重債務者対策事

業費 (新規)

1,000 多重債務問題に係る相談体制の強化とセーフ

ティネット貸付の充実・強化を図るため､ 青森

県多重債務者対策協議会及び市町村職員研修会

を開催するとともに､ 消費者信用生活協同組合

が行う相談・貸付事業の県全域における実施及

び市町村が行う預託に対する支援等の環境整備

に要する経費

預託実施期間 平成24年度～33年度

預 託 金 額 市町村が前年度の貸付実

績に応じて消費者信用生

活協同組合から要請され

た額の１２に相当する額

あおもり新しい公

共支援事業費

(新規)

77,450 地域が抱える課題や住民ニーズが多様化する

中､ 新しい公共の担い手として期待されるＮＰ

Ｏ等の自立的活動を支援するため､ 活動基盤の

整備や多様な主体との協働を推進するのに要す

る経費

�融資利用円滑化支援事業費 9,800

�活動基盤整備支援事業費 13,450

�寄附金募集支援事業費 15,000

�新しい公共の場づくりモデル事業費 30,450

�運営委員会開催等事業費 8,750

次世代交流型安全・

安心地域力アップ

事業費 (新規)

5,340 地域の安全・安心は地域で守る ｢あおもり型

セーフティネット｣ の定着・拡大を図るため､

三世代交流型の安全・安心教室を開催するとと

もに､ 若い親世代を対象としたリーダー育成及

び地域と事業者との協働活動を支援するのに要

する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

ファッション文化

発信事業費(新規)

15,000 本県の人材育成､ 産業振興及び地域活性化を

図るため､ 第11回全国高等学校ファッションデ

ザイン選手権大会 (ファッション甲子園) を開

催するとともに､ 民間主導の体制づくりに向け

た検討を行うのに要する経費

開 催 期 日 平成23年８月28日

開 催 場 所 弘前市民会館

事業実施主体 ファッション甲子園実行

委員会

芸術文化普及指導

事業費 (新規)

3,055 本県の芸術文化の振興及び担い手育成を図る

ため､ 普及指導活動等を行う芸術文化団体を学

校等に派遣するとともに､ 伝統的生活文化であ

る囲碁・将棋を子どもたちに普及指導する取組

みを支援するのに要する経費

�芸術文化出前教室開催事業費 1,055

�伝統的生活文化体験・育成事業費補助

2,000

補助金交付先 日本棋院青森県本部､

青森県将棋連盟

補 助 率 定額

命を大切にする心

を育む県民運動推

進会議・フォーラ

ム開催事業費

2,176 次代を担う子どもたちが､ 命を大切にし､ 他

人への思いやりを持ち､ たくましく生きていけ

るよう､ 県民一体となり､ 命を大切にする心を

育む県民運動を展開するための推進会議及びフォー

ラムの開催に要する経費

男女が共に創るあ

おもり推進事業費

1,984 男女共同参画社会実現のための気運の醸成､

地域の自発的活動の促進に要する経費

�市町村男女共同参画基本計画策定支援等事

業費 305

�ボランティアリーダー活動支援事業費 561

�いきいき男女共同参画社会づくり事業費

416

�青森県男女共同参画基本計画改定事業費(新

規) 702

男の介護ビギナー

応援事業費

3,476 介護の問題に直面しているシニア男性を支援

するための講演会､ 各種研修会､ ｢男性介護者

の集う会｣ の開催､ 傾聴ボランティアの養成に

要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

持続可能な仕事と

生活の調和推進事

業費

3,358 ワーク・ライフ・バランスの導入による多様

な働き方を選択できる社会の実現を目指すため､

｢あおもり型ワーク・ライフ・バランス｣ の基

準を策定するとともに､ 事業所登録､ 情報発信

及び普及啓発を行うのに要する経費

浄化槽整備費補助 32,605 市町村が行う浄化槽設置整備事業に要する経

費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
６

補 助 限 度 額 市町村の補助基準額の１６
又は国庫補助基準額の１６
相当の定額のいずれか低

い額

県外産業廃棄物等

適正処理推進事業

費

9,026 青森県県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議

等に関する条例に基づき､ 県外から搬入される

産業廃棄物の適正な処理を推進し､ 生活環境の

保全を図るため､ 搬入事前協議､ 監視・指導等

を実施するのに要する経費

�硫酸ピッチ不法投棄対策事業費 730

�県外産業廃棄物等事前協議事業費 2,549

�悪質不法投棄等調査・撤去指導事業費

4,396

�排出事業者適正処理指導事業費 1,351

原子力施設環境放

射線等監視事業費

261,437 原子燃料サイクル施設､ 東通原子力発電所及

びリサイクル燃料備蓄センター周辺地域の住民

の安全の確保及び環境の保全を図るために行う

環境放射線等の監視に要する経費

事業内容 環境放射線等の測定､ 監視評

価会議の開催､ 原子力センター

維持管理及び調査研究等

原子力施設環境放

射線等監視体制整

備事業費

1,133,466 県内に立地する原子力施設周辺の環境放射線

等モニタリングを実施するための体制整備に要

する経費

事業内容 原子力センター機器及びモニ

タリング局舎整備､ テレメー

タシステム更新
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

緊急事態応急対策

拠点施設整備費補

助

490,606 リサイクル燃料備蓄センターの防災対策の拠

点となる緊急事態応急対策拠点施設 (オフサイ

トセンター) の整備に要する経費に対する補助

補助金交付先 むつ市

補 助 率 定額 (国1010)

緊急事態応急対策

拠点施設整備事業

費 (新規)

40,405 大間原子力発電所の防災対策の拠点となる緊

急事態応急対策拠点施設 (オフサイトセンター)

の整備に要する経費

白神山地自然と文

化体験ツーリズム

推進事業費

9,368 世界自然遺産 ｢白神山地｣ の自然環境の保全

と持続可能な利用を図るため､ 世界自然遺産地

域周辺における自然を活かした体験型ツーリズ

ム及び自然環境への影響調査を実施するのに要

する経費

世界自然遺産海外

交流事業費(新規)

1,605 世界自然遺産 ｢白神山地｣ を通じた国際的な

交流ネットワークの構築と海外からの誘客促進

を図るため､ 世界自然遺産に関する姉妹協力協

定を締結している韓国済州特別自治道との交流

を推進するのに要する経費

事業内容 世界自然遺産 ｢済州火山島と

溶岩洞窟群｣ との交流調査､

協定の具体的取組協議､ 白神

山地の韓国語版パンフレット

の作成等

県境不法投棄対策

事業費

7,389,760 本県田子町及び岩手県二戸市の県境における

産業廃棄物不法投棄現場の環境再生対策､ 有害

廃棄物撤去及び排出事業者の責任追及等に要す

る経費

�環境再生対策事業費 5,735

�排出事業者責任追及事業費 2,381

�汚染拡散防止対策事業費 7,340,436

�環境モニタリング調査費 41,208

環境生活部

農林水産部

県土整備部

県境不法投棄現場

周辺対策事業費

18,534

債務負担

行為設定

額

3,000,000
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

� 県境発・環

境再生啓発事

業費 (新規)

4,884 (環境生活部)

原状回復事業を円滑に推進するとともに､ 県

境不法投棄事案に係る経験・教訓を次世代に継

承するため､ 田子町及び処理施設所在市町村の

小・中学生､ 教職員及び地域住民を対象とした

出前講座､ 現場・処理施設見学会の開催及び児

童・生徒による試験植樹の実施等に要する経費

� 風評被害対

策給付金 (債

務負担行為)

債務負担

行為設定

額

3,000,000

(環境生活部)

県境不法投棄事案に係る特定支障除去等事業

の実施に伴う風評により経済的損失を受けた場

合に､ 県が当該被害の範囲内で損失を補てんす

るための給付金

� 県境再生地

域産品販売促

進事業費補助

700 (農林水産部)

田子町の農林畜産物の販売促進活動に要する

経費に対する補助

補助金交付先 田子町､ 田子町に所在す

る農林畜産業団体

補 助 率 １
２

� セーフティ

タウン道路事

業費

12,950 (県土整備部)

撤去廃棄物の搬出路となる県道道前浄法寺線

における交通安全対策施設の整備等に要する経

費

環境生活部

健康福祉部

教育委員会

子育て支援特別対

策事業費

1,270,773 子どもを安心して育てることができる体制を

整備するのに要する経費

� 保育所緊急

整備事業費

1,154,718 (健康福祉部)

子育て支援対策臨時特例基金積立金 1,057

子育て支援特別対策事業費補助 1,150,443

補助金交付先 市町村

整 備 数 改築15か所

補 助 率 １
２

県事務費 3,218

� みんなで支

えるパパ育・

ママ育応援事

業費 (新規)

9,145 (環境生活部)

男女がともに育児に携わり､ 安心して子育て

ができる支援体制を構築するため､ 父親の育児

参加を促進するとともに､ 母親の孤立化解消を

図るのに要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

事業内容 協議会の設置､ ワークショッ

プ及び自己啓発セミナー等の

開催

� 命を大切に

する心を育む

世代間交流推

進事業費

(新規)

10,218 (環境生活部)

命を大切にする心を育む県民運動の推進・定

着を図るため､ 声かけリーダーが地域の人材を

活用して実施する世代間交流活動を支援すると

ともに､ 感謝の気持ちなどを伝える三行ラブレ

ターの公募､ ラブレター集及びカレンダーの作

成・配布等に要する経費

�命を大切にする心を育む異世代マッチング

事業費 3,826

・命を大切にする心を育む世代間交流活動

費補助 2,100

補助金交付先 青少年育成団体等

補 助 率 定額

・県事務費 1,726

�命を大切にする心を育む三行ラブレター事

業費 6,392

� あおもり出

会いサポート

事業費(新規)

20,633 (健康福祉部)

家庭､ 地域､ 職域が果たしてきた縁結び機能

の低下に対応するため､ 結婚したい男女の出会

いの場づくりを支援するあおもり出会いサポー

トセンターの設置・運営､ 出会い等の世話をす

るサポーターの育成及び結婚に関する意識啓発

セミナー等の開催に要する経費

� 親子に優し

い街づくり推

進事業費

(新規)

11,773 (健康福祉部)

県内の子育て支援サービス等をデータベース

化し､ モバイル版マップとして総合的に情報提

供を行うとともに､ 子育て支援団体等に対する

研修やあおもり子育て応援わくわく店を中心と

した地域別フェアの開催に要する経費

� つながりあ

い支えあい家

庭教育応援事

業費 (新規)

20,277 (教育委員会)

子育てを社会全体で支える気運を高めるため､

若い親を対象としたセミナーや県民向け啓発キャ

ンペーンを実施するとともに､ 市町村による家

庭教育を学ぶ機会の提供及び地域住民による親

と子を応援する取組みを推進するのに要する経

費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

�社会全体で子育てを応援するキャンペーン

事業費 11,854

�つながりを創る家庭教育学習推進事業費

3,923

・つながりあい支えあい家庭教育応援事業

費補助 1,600

補助金交付先 市町村

補 助 率 ２
３

・県推進事業費 2,323

�家庭教育を応援する地域づくりプロジェク

ト事業費 4,500

� 母子家庭自

立支援給付事

業費

8,674 (健康福祉部)

母子家庭が自立し､ 安定した生活を営むため､

能力開発や資格取得に向けた講座及び高等技能

訓練の受講等に対する支援に要する経費

�母子家庭自立支援給付費補助 8,560

�県事務費 114

� ひとり親家

庭等在宅就業

支援事業費

(新規)

299 (健康福祉部)

ひとり親家庭等の経済的な自立を図るため､

在宅就業に向けた訓練プログラムと持続的な雇

用を一体的に行う事業計画を公募し､ 評価・選

定するのに要する経費

� 児童虐待防

止対策強化事

業費 (新規)

35,036 (健康福祉部)

児童相談所における児童虐待に関する相談対

応件数の増加に適切に対応するため､ 児童福祉

司等補助員の配置や児童相談所の環境整備を行

うのに要する経費

健康福祉部 保健・医療・福祉

包括ケアシステム

関連経費

12,530

� あおもり地

域保健・医療・

福祉総合推進

事業費

8,252 県民が生涯にわたり地域において安心して生

活できるよう､ 保健・医療・福祉包括ケアシス

テムを構築及び運営するのに要する経費

�地域保健・医療・福祉総合推進事業費

2,841

�高齢者等地域リハビリテーション支援体制

整備推進事業費 5,411
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

� 地域保健支

援のための総

合的地域診断

システム構築

事業費

4,278 複雑多様化する地域の健康課題に適確に対応

するため､ 県及び市町村の保健師が情報共有す

るのに必要なデータベース等を構築するのに要

する経費

青森県すこやか福

祉事業団経営安定

化基金補助

302,083 平成19年４月１日に独立民営化した社会福祉

法人青森県すこやか福祉事業団が施設修繕等に

必要な資金を確保するために行う基金造成に要

する経費に対する補助

補助金交付先 県すこやか福祉事業団

補 助 率 定額

地域見守りシステ

ム開発事業費補助

(新規)

9,000 一人暮らし高齢者等向けの緊急通報システム

について､ 携帯電話等を活用した地域見守りシ

ステムへの拡充等に要する経費に対する補助

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 １
２

地域生活定着支援

事業費 (新規)

17,000 刑務所等出所者が高齢又は障害を有するため

福祉的な支援を必要とする場合に､ 福祉サービ

スのあっせん等を行う地域生活定着支援センター

を設置・運営するのに要する経費

人口減少社会に対

応した生活支援体

制構築事業費

(新規)

1,900 高齢者等が安心して暮らせる地域社会の実現

に向け､ モデル町村において､ 地域を定期的に

訪れる民間事業者等が地域見守り活動を実施で

きる体制を構築するとともに､ 地域による日常

生活上の支援のあり方を検討するのに要する経

費

公立大学法人青森

県立保健大学運営

事業費

1,939,075 大学運営費交付金 1,099,270

交付金の考え方 人件費＋物件費－収入

＋特別経費

大学管理費 839,805

医師確保対策関連

経費

321,966

債務負担

行為設定

額

27,000
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

� 自治医科大

学運営費特別

分担金

130,400 本県出身医師を養成し､ へき地医療を確保す

るための自治医科大学の運営に要する経費に対

する分担金

� 医師確保特

別対策事業費

補助

76,103 補助金交付先 県国民健康保険団体連合会

補 助 率 １
２ (ほかに市町村１２)

・医学振興研究開発等支援事業分 2,500

補助対象事業 本県の保健医療の課題

に対する研究開発

・弘前大学医学部入学生特別対策事業分 (電

源三法交付金活用事業) 73,603

補助対象事業 弘前大学医学部入学生

に対する修学資金等の

貸与

� 医師修学資

金貸付金

24,246

債務負担

行為設定

額

27,000

県内の医師の充足を図るため､ 県内出身の大

学の医学生で､ 将来､ 県内の病院・診療所等に

医師として勤務しようとする者に対し修学資金

を貸与するのに要する経費

貸与対象人員 13人 (うち新規分は県外

大学進学者３人)

� 地域医療支

援センター事

業費 (新規)

16,886

地域医療支援

センター設置

運営事業費

4,219 地域医療に従事する医師のキャリア形成の支

援と医師不足病院への医師の配置等を一体的に

行うため､ 地域医療支援センターを設置・運営

するのに要する経費

医師確保ネッ

トワーク事業

費

2,456 県外の医療関係者との人的ネットワークを活

用し､ 本県への積極的な医師の招聘・誘導を図

るのに要する経費

医師臨床研修

対策推進事業

費

7,800 県内の医師臨床研修指定病院等が合同で協議

及び説明会等を行い､ 臨床研修医の本県への誘

導を図るのに要する経費

総合医育成事

業費

2,081 へき地等の地域医療において求められる総合

医育成のため､ 魅力ある総合医育成プログラム

を作成するのに要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

へき地医療支

援機構運営事

業費

330 へき地医療支援計画の策定及び進行管理に要

する経費

� 女性医師等

勤務サポート

システム構築

事業費補助

(新規)

5,233 県内自治体病院が､ 育児中の女性医師等の就

労支援策として､ 短時間正規雇用を実施するの

に要する経費に対する補助

補助金交付先 県内自治体病院

補 助 率 １
２ (国１２)

� 地域医療を

担う医師確保

特別対策事業

費

5,214 深刻な医師不足の状況を打開するため､ 県内

外の医学生､ 後期研修医等を地域医療を担う医

師として定着させる環境を整備するのに要する

経費

医学生の地域

医療環流促進

事業費

2,001 地域医療実習を行う県内外の医学生の受入れ

を促進するため､ へき地等の地域医療を学ぶ絶

好の地である本県独自の教育プログラムのＰＲ

や実習後のフォローアップに要する経費

医師修学資金

貸与者卒後対

策事業費

793 弘前大学医師修学資金貸与者の県内定着を図

るため､ 講演会やワークショップを開催するの

に要する経費

後期研修医等

確保対策事業

費

2,420 本県において地域医療研修を実施している大

阪市立大学と研修受入病院との交流会等を実施

するとともに､ 本県と沖縄県内の後期研修医の

相互交流による研修を行うのに要する経費

� 地域医療志

向医師の早期

発掘・確保定

着促進事業費

(新規)

12,593 中・高校生､ 医学生､ 研修医等の各ステージ

に応じ､ 地域医療を志向する医師の育成・定着

のための対策をきめ細かに実施するのに要する

経費

未来のあおも

りを担う医療

人財早期育成

事業費

1,030 本県地域医療を担う医学部医学科進学者の増

加を図るため､ 中・高校生を対象とした県内勤

務医による講演会､ 医療施設見学等を実施する

のに要する経費

地域医療を志

す臨床研修医

確保対策事業

費

6,294 県内外の医学生・研修医の本県定着を図るた

め､ 進路相談会､ 説明会､ セミナー及びワーク

ショップを開催するのに要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

医師の働きや

すい環境づく

り支援事業費

5,269 県内自治体病院における医師の就労環境の改

善を図るため､ 短時間正規雇用等に関するシン

ポジウムの開催及び医師相談窓口の設置等に要

する経費

� 救急勤務医・

産科医・新生

児医療担当医

確保支援事業

費

51,291 救急勤務医､ 産科医､ 新生児医療担当医等の

処遇改善を通じて人員確保を図るための救急勤

務医手当､ 分娩手当及び新生児医療担当医手当

の支給に対する支援等に要する経費

�救急勤務医支援事業費補助 31,078

補助金交付先 救急勤務医手当を支給

する病院

補 助 率 １
３ (国１３)

�産科医確保支援事業費補助 18,041

補助金交付先 分娩手当を支給する病

院等

補 助 率 １
３ (国１３)

�産科医確保支援事業費負担金 1,466

負担金交付先 県立中央病院

�新生児医療担当医確保支援事業費補助 333

補助金交付先 新生児医療担当医手当

を支給する病院

補 助 率 １
３ (国１３)

�新生児医療担当医確保支援事業費負担金

373

負担金交付先 県立中央病院

看護職員定着推進

事業費

3,524 看護職員の確保及び定着を図るため､ 医療機

関における就職情報発信体制の整備､ 新人看護

師研修責任者に対する研修の実施に要する経費

小児救急医療対策

費

14,992 町村部を中心とした小児科医不足に加え､ 保

護者の大病院指向による小児科勤務医への過重

負担などの小児救急医療の抱える問題に対処す

るための諸対策に要する経費

�小児救急電話相談事業費 9,011

事 業 内 容 夜間における無料電話

相談
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

�小児救急医療支援実施事業運営費補助

5,681

補助金交付先 市

補 助 率 ２
３ (国１３､ 県

１
３)

�小児救急医療対策協議会開催費 300

ドクターヘリ運航

関連経費

215,490

� ドクターヘ

リ運航事業費

209,296 県民の救命率の向上を図るため､ 県立中央病

院及び八戸市立市民病院によるドクターヘリの

共同・分担運航を実施するのに要する経費

� ドクターヘ

リ運航維持管

理費負担金

6,194 県立中央病院におけるドクターヘリの運航・

維持管理に要する経費に対する負担金

負担金交付先 県立中央病院

住民を起点とする

救急医療対策事業

費 (新規)

10,320 救急医療について保健医療圏ごとに住民と医

療関係者等とが共に学び､ 意見交換を行うフォー

ラムの開催､ 救急医療及び脳卒中対策キャンペー

ンや医療従事者及び救急隊への脳卒中対応研修

の実施に要する経費

医療施設耐震化特

別対策事業費補助

492,757 災害拠点病院の耐震化整備に要する経費に対

する補助

補助金交付先 一部事務組合下北医療セ

ンター

補 助 率 １
２

八戸赤十字病院対

策費

620,966 老朽化､ 狭隘化が著しい八戸赤十字病院の増

改築に対する支援に要する経費

�八戸赤十字病院施設整備費補助 120,000

�八戸赤十字病院施設整備資金貸付金

500,000

※全体計画

補助金額 (平成14年度～23年度､ 10か年総額)

貸付金額 (平成15年度～24年度､ 各年度)

�八戸赤十字病院施設整備資金利子補給費補

助 966
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

がん対策重点推進

事業費

91,240

� がん情報提

供システム構

築事業費

40,193 がんに関する正しい知識を広く県民に情報発

信するため､ がん医療機能情報やがん相談等に

関するデータベースの構築､ 未成年者を対象と

した喫煙・飲酒状況調査及び県内医療機関向け

のがん登録研修等の実施に要する経費

� がん検診受

診率向上企業

連携事業費

4,047 がん検診受診率向上を図るため､ 企業等との

連携による広報・啓発活動等を実施するのに要

する経費

� がん診療連

携拠点病院機

能強化事業費

(電源三法交

付金活用事業)

47,000 がん診療連携拠点病院に求められる相談支援､

地域医療機関に対する研修及び院内の人材養成

等の実施に対する支援等に要する経費

�がん診療連携拠点病院機能強化事業費補助

27,000

補助金交付先 八戸市立市民病院､ 三

沢市立三沢病院､ むつ

総合病院

補 助 率 定額

�がん診療連携拠点病院機能強化事業費負担

金 20,000

負担金交付先 県立中央病院

西北五地域保健医

療圏地域医療再生

特別対策事業費

710,309 西北五地域保健医療圏における医療サービス

の充実と持続的な医療サービスの提供を図るた

め､ 医療体制整備や医療従事者の確保､ 医療ネッ

トワークの構築に要する経費に対する補助

�西北五圏域医療施設設備整備費補助 85,000

補助金交付先 西北中央病院

�西北五圏域医師確保特別対策事業費補助

52,000

補助金交付先 つがる西北五広域連合

�西北五圏域医療ネットワーク構築事業費補

助 1,889

補助金交付先 つがる西北五広域連合
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

�西北五圏域女性医師等就業環境整備事業費

補助 (新規) 10,000

補助金交付先 つがる西北五広域連合

�西北五圏域認定看護師育成支援事業費補助

6,420

補助金交付先 圏域内の医療機関

�西北五圏域医療情報システム構築事業費補

助 (新規) 555,000

補助金交付先 圏域内の医療機関

※補助率はいずれも定額

西北五地域保健医

療圏自治体病院機

能再編整備費補助

(新規)

(電源三法交付金

活用事業)

200,000 西北五地域保健医療圏における自治体病院機

能再編成計画に基づき､ 圏域の大幅な病床削減

等を図りながら､ 医療機能の集約化等を行う新

中核病院の施設整備に要する経費に対する補助

補助金交付先 つがる西北五広域連合

補 助 率 定額

青森地域保健医療

圏地域医療再生特

別対策事業費

533,404 周産期医療及び療育機能の強化充実を図るた

め､ 周産期医療体制の整備に対する支援､ 医師

確保等に関する調査研究､ 療育施設の整備等に

要する経費

�周産期地域医療再生特別対策事業費 40,000

�周産期・障害児医療管理システム構築事業

費 (新規) 60,412

�総合周産期母子医療センター施設整備費負

担金 96,023

負担金交付先 県立中央病院

�新生児集中治療部門運営費負担金 (新規)

6,009

負担金交付先 県立中央病院

�医療型施設整備費補助 320,000

補助金交付先 国立病院機構青森病院

補 助 率 定額

�周産期専門医確保対策事業費補助 10,000

補助金交付先 県内自治体病院

補 助 率 定額

�療育機能充実強化事業費 960
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

子宮頸がん等ワク

チン接種緊急促進

特別対策事業費補

助

894,213 市町村が行う子宮頸がん予防ワクチン等の接

種費用の軽減に要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２ (国１２)

補助対象経費 ＨＰＶ､ Ｈｉｂ､ 小児用

肺炎球菌の各ワクチンの

接種費用及び事務費

輸出水産食品衛生

対策事業費

16,227 輸出用陸奥湾産ほたてがいに係る衛生対策の

実施に要する経費

県産農畜産品の安

全確保対策事業費

10,437 農薬等の残留基準の遵守状況を確認し､ 県産

農畜産品及び県内流通食品の安全性を確保する

ための検査等に要する経費

牛海綿状脳症対策

事業費

35,180 食肉の安全性を確保するため､ 国が補助制度

を終了した20か月齢以下の牛を含む本県産牛の

ＢＳＥ全頭検査を行うのに要する経費

認知症対策関連事

業費

19,185

� 認知症対策

普及支援事業

費

1,316 認知症に対する医療・介護・福祉の包括的ケ

ア体制の構築に要する経費

�認知症対策検討委員会事業費 635

�かかりつけ医認知症対応力向上研修事業費

681

� 認知症地域

支援体制づく

り推進事業費

(新規)

5,383 認知症になっても安心して暮らせる地域づく

りのため､ 認知症に対する正しい知識の普及啓

発と早期に発見・対応する体制を整備するのに

要する経費

� 認知症介護

実践者等養成

事業費

1,319 認知症対応型サービスを提供する介護事業所

の職員等に対する研修の実施に要する経費

� 認知症疾患

医療センター

運営事業費

11,167 保健医療・介護機関等と連携を図りながら､

認知症に対する専門医療機関としての機能を持

つ認知症疾患医療センターの運営及び選定に要

する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

老人福祉施設整備

事業費

566,325

� 特別養護老

人ホーム整備

費補助

522,450 補助金交付先 社会福祉法人

整 備 数 改築２か所

補 助 率 定額

� ショートス

テイ専用居室

整備費補助

43,875 補助金交付先 社会福祉法人

整 備 数 創設１か所､ 改築１か所

補 助 率 定額

介護保険関連経費 16,869,423 介護給付費県負担金 16,273,420

地域支援事業県交付金 322,675

介護保険財政安定化基金積立金 150,596

介護保険財政安定化基金交付金 42,171

介護保険財政安定化基金貸付金 64,710

低所得者利用者負担対策事業費補助 15,851

介護基盤緊急整備

等特別対策事業費

2,384,513 特別養護老人ホーム等の創設及びスプリンク

ラー設備の整備に要する経費

�介護基盤緊急整備等臨時特例基金積立金

31,049

�介護基盤緊急整備等特別対策事業費補助

2,353,464

補助金交付先 市町村､ 社会福祉法人

等

整 備 数 創設16か所､ スプリン

クラー整備127か所

補 助 率 定額

介護職員処遇改善

等特別対策事業費

2,599,701 介護職員の賃金改善を含む処遇改善及び特別

養護老人ホーム等の円滑な開設を図るのに要す

る経費

�介護職員処遇改善等臨時特例基金積立金

26,412

�介護職員処遇改善特別対策事業費

2,400,000

�介護職員処遇改善特別対策事業事務費

14,169

�施設開設準備経費助成特別対策事業費補助

159,000
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

補助金交付先 市町村､ 特別養護老人

ホーム等の開設者

補 助 率 定額

補助対象経費 開設前の介護職員等の

訓練経費､ 普及啓発経

費等の開設準備経費

�施設開設準備経費助成特別対策事業事務費

120

後期高齢者医療関

連経費

13,842,156 後期高齢者医療費負担金 10,690,952

後期高齢者医療保険基盤安定事業費負担金

2,389,451

後期高齢者医療高額医療費負担金 369,428

後期高齢者医療財政安定化基金積立金 390,080

老人医療費負担金 2,245

国民健康保険基盤

安定対策関連経費

12,251,325 国民健康保険保険基盤安定事業費負担金

5,357,071

・保険料 (税) 軽減分 5,026,289

・保険者支援分 330,782

国民健康保険高額医療費共同事業費負担金

890,958

国民健康保険財政調整交付金 6,003,296

国民健康保険特定

健康診査等関連経

費

224,856 医療保険者に義務付けられている特定健康診

査・特定保健指導の実施に要する経費に係る負

担金及び健康増進法に基づき市町村が実施する

保健事業に要する経費に対する補助

�国民健康保険特定健康診査・保健指導負担

金 180,050

負担金交付先 市町村

負 担 率 １
３

�健康増進保健事業費補助 44,806

補助金交付先 市町村

補 助 率 ２
３ (国１３､ 県

１
３)

子どもを守る地域

ネットワーク強化

支援事業費

4,170 子どもを守る地域ネットワークを強化するた

め､ 要保護児童対策地域協議会でのワークショッ

プ､ 児童相談所や市町村職員に対するそれぞれ

の役割に応じた研修等の実施に要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

ＤＶ被害者自立支

援総合対策費

17,757

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

19,404

� 配偶者暴力

相談支援対策

事業費

6,432 配偶者暴力相談支援センター運営事業費 887

一時保護関係職員研修等事業費 174

配偶者暴力等ホットライン事業費 5,371

� ＤＶ被害者

自立支援強化

事業費補助

(新規)

4,995

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

6,642

ＤＶ被害者の保護及び自立支援の強化を図る

ため､ 民間団体が設置するシェルターの運営や

支援に携わるボランティアの養成に要する経費

に対する補助

補助金交付先 ＮＰＯ法人等

補 助 率 定額

補助対象経費 シェルター運営に係る人

件費､ 家賃等

� ＤＶ防止広

報事業費

708 ＤＶ防止キャンペーンの実施､ 防止対策推進

会議の開催及びパンフレット等の作成・配布に

要する経費

� ＤＶ予防啓

発事業費

(新規)

5,622 ＤＶ被害者の早期発見を図るため､ 医療機関

向けＤＶ防止マニュアルの作成・配布を行うと

ともに､ 高校生・大学生等を対象としたデート

ＤＶ予防啓発講座の開催に要する経費

保育料軽減事業費

補助

78,292 出生率の向上及び親が安心して子どもを生み

育てる環境づくりに資するため､ 第３子以降の

３歳未満児に係る保育料を軽減するのに要する

経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

軽 減 内 容

第４階層以下 第３子以降の子どもの保

育料の２３を減額

第５階層以上 第３子以降の子どもの保

育料と国基準額の１２の額

との差額の２３を減額
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

�認可保育所分 75,560

�へき地保育所分 36

�認可外保育所分 2,696

子ども手当負担金 2,635,249 負担内容 子ども手当支給額のうち､ 児童手

当法に基づく児童手当相当額

負 担 率 １
３ (ほかに国１３､ 市町村

１
３)

支給月額 ３歳未満 20,000円

３歳以上中学校修了前 13,000円

児童福祉施設入所

児童等処遇強化関

係費

4,086 児童入所施設等措置費県単独加算分 2,826

措 置 内 容 見学旅行費､ 病児等対応

加算等

児童福祉施設入所児童等自立能力強化事業費補

助 1,260

補助対象経費 普通自動車運転免許取得

経費等

児童相談所子ども

虐待防止対策関連

経費

9,380 児童相談所法律相談実施事業費 126

被虐待児施設訪問指導費 960

児童相談所一時保護所機能充実事業費 3,209

�一時保護児童処遇促進事業費 1,662

�一時保護機能強化事業費 1,547

児童相談所虐待対応強化研修事業費 4,423

児童相談所カウンセリング強化事業費 662

特定不妊治療費助

成事業費

96,130 少子化対策の一環として､ 不妊に悩む夫婦の

経済的負担を軽減するため､ 不妊治療に要する

費用の一部を助成するのに要する経費

�特定不妊治療費助成事業費補助 95,633

補助対象者 体外受精及び顕微授精以

外に妊娠の見込みがない

又は少ないとされた夫婦

補助限度額 初年度目は１年度当たり

45万円､ ２年度目以降は

１年度当たり30万円 (通

算５年度間10回まで)

�県事務費 497
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

妊婦健康診査特別

対策事業費

287,734 市町村が公費負担により実施する妊婦健康診

査に要する経費に対する交付金の交付等に要す

る経費

�妊婦健康診査臨時特例基金積立金 139

�妊婦健康診査特別対策事業交付金 283,861

交付金交付先 市町村

交付対象事業 妊婦の健康管理のため

に望ましいとされてい

る14回の妊婦健康診査

のうち９回分

交 付 額 定額

負 担 割 合 １
２ (国１２)

�県事務費 3,734

児童福祉施設等整

備費補助

23,519 補助金交付先 市町村

整 備 数 創設１か所､ 改築１か所

補 助 率 ２
３ (国１３､ 県

１
３)

障害者自立支援給

付費関連経費

6,286,769 障害者自立支援法に基づく障害者自立支援給

付費制度の実施に要する経費に対する負担金等

�障害者自立支援給付費負担金 4,384,778

�補装具給付費 88,746

�障害児施設給付費 1,813,245

障害者自立支援特

別対策事業費

1,564,053 障害者自立支援法の円滑な実施を図るため､

事業者及び市町村に対する支援等を行うのに要

する経費

�障害者自立支援対策臨時特例基金積立金

11,245

�移行時運営安定化事業費 683,732

�障害者自立支援基盤整備事業費 339,661

�福祉・介護人材緊急確保事業費 69,971

�福祉・介護人材処遇改善事業費 459,444

社会福祉施設等耐

震化等特別対策事

業費

1,224,255 社会福祉施設等の耐震化及びスプリンクラー

設備の整備に要する経費

�社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金積立

金 12,530
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

�社会福祉施設等耐震化等特別対策事業費補

助 1,211,725

補助金交付先 社会福祉法人等

整 備 数 耐震化整備３か所､ ス

プリンクラー整備１か

所

補 助 率 ３
４

障害者あおもり体

感推進事業費

2,375 視覚障害者等が安心して旅行できる支援体制

を強化するため､ 観光モデルプラン及びバリア

フリー観光情報の点訳版等の作成・配布､ 観光

ボランティア等のためのモニターツアーの実施

等に要する経費

発達障害者支援事

業費

31,480 発達障害者及びその家族に対する支援を総合

的に行う発達障害者支援センターの運営､ 対処

法指導者養成研修の実施等に要する経費

�発達障害者支援センター運営事業費 24,576

�発達障害者支援体制整備事業費 4,868

�発達障害者支援パワーアップ事業費 2,036

自殺対策関連経費 73,580 本県における自殺予防を推進するための総合

的な対策を実施するのに要する経費

� 心のヘルス

アップ事業費

736 自殺対策連絡協議会の開催等に要する経費

� 自殺対策緊

急強化事業費

69,708 法律相談､ 電話相談員に対する研修､ 圏域ご

との自殺対策の検討､ 自殺の危険性の高い人を

早期に発見し適切に対応可能な人材の育成､ 普

及啓発等に要する経費

�自殺対策緊急強化基金積立金 301

�対面型相談支援事業費 2,328

�電話相談支援事業費 1,829

�人材養成事業費 2,217

�普及啓発事業費 4,248

�強化モデル事業費 16,098

�うつ病医療等支援体制強化事業費 6,937

�市町村自殺対策緊急強化事業費 33,964

�自殺対策緊急強化事務費 1,786
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

� 地域自殺予

防情報センター

運営事業費

3,136 地域における自殺対策の総合的な支援体制を

整備するため､ 各関係機関との連携・調整を図

りながら自殺に関する専門的な相談支援や人材

育成研修を実施するのに要する経費

精神障害者アウト

リーチ支援事業費

(新規)

20,751 精神障害者の在宅における安定した生活を促

進するため､ 多職種で編成するこころの総合支

援チームの設置・運営や医療機関によるレスパ

イト施設等の設置に要する経費に対する支援等

�こころの総合支援チーム体制整備事業費

10,356

�アウトリーチ強化事業評価検討委員会開催

費 520

�アウトリーチ事業住居確保費 1,875

�精神障害者地域移行支援事業費補助 8,000

補助金交付先 医療機関

補 助 率 定額

県立中央病院費 3,744,622

� 負担金 3,140,473 不採算部門運営費 1,163,292

企業債等償還金 1,168,609

院舎等施設整備費 203

医療備品等整備費 18,037

共済組合長期追加費用 416,308

新人看護職員研修事業費 745

緊急時医療施設等整備事業費 681

自治医科大学卒医師研修対策事業費 80,173

医師後期臨床研修事業費 100,289

総合周産期母子医療センター運営事業費 6,295

医療事務作業補助者養成等事業費 55,776

がん診療連携拠点病院機能強化事業費 (再掲)

20,000

産科医確保支援事業費 (再掲) 1,466

新生児医療担当医確保支援事業費 (再掲) 373

総合周産期母子医療センター施設整備費 (再掲)

96,023

新生児集中治療部門運営費 (再掲) 6,009

ドクターヘリ運航維持管理費 (再掲) 6,194

� 補助金 4,149 がん診療ネットワーク運営費補助 4,149

� 貸付金 600,000 運転資金貸付金 600,000
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

県立つくしが丘病

院費

968,914

� 負担金 568,914 不採算部門運営費 479,602

企業債等償還金 22,353

医療備品等整備費 568

共済組合長期追加費用 66,153

新人看護職員研修事業費 238

� 貸付金 400,000 運転資金貸付金 400,000

病 院 局

(企業会計)

総合周産期母子医

療センター等整備

事業費

96,023 地域医療再生計画における総合周産期母子医

療センター等の施設整備等に要する経費

全 体 計 画 平成22年度～25年度

整 備 内 容 ＭＦＩＣＵ医療機器整備､

ＮＩＣＵ増床､ 小児科ＨＣ

Ｕ設置､ ドクターカー更新

等

全体事業費 643,250

企画政策部

商工労働部

農林水産部

東アジア等海外戦

略推進関連経費

120,519 経済成長著しい東アジア等をターゲットに､

海外ビジネス展開の促進や県産品の輸出拡大､

誘客促進､ 交流人口の拡大等を図るのに要する

経費

� アジア総合

ビジネス重点

支援事業費

(新規)

22,640 県内企業の輸出拡大を図るため､ 中国企業の

有力者等を招聘して本県の食産業・観光資源等

を紹介するビジネスツアーの実施､ 現地商談会

等の開催､ コーディーネーターを設置するとと

もに､ ベトナムにおいて市場調査等を実施する

のに要する経費

� ロシアビジ

ネス販路開拓

等総合支援事

業費 (新規)

1,689 県内企業のロシア連邦におけるビジネス展開

を拡大するため､ ハバロフスク地方における国

際見本市への出展・商談支援を行うのに要する

経費

� 海外市場販

路開拓支援事

業費 (新規)

6,155 県内企業の海外ビジネスを実現するため､ 国

内商社とのマッチングの支援を行うとともに､

海外向け商品開発セミナーの開催及び企業が独

自に販路を開拓・拡大するための海外見本市へ

の出展支援等に要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

�国内商社マッチング支援事業費 554

�商品開発セミナー開催費 601

�海外市場販路開拓支援事業費補助 5,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
３

補 助 限 度 額 500

� 留学生人材

活用推進事業

費 (新規)

5,170 留学生の活用による県内企業の海外取引促進

を図るため､ セミナーを開催するとともに､ 留

学生の母国語ブログによる県内商品等の情報発

信及び留学生に対するテストマーケティングの

実施に要する経費

� 東アジア誘

客促進事業費

(新規)

32,800 海外からの誘客促進を図るため､ 韓国､ 中国､

台湾及び香港を重点市場として､ トップセール

スや各国の旅行エージェントとの連携による誘

客宣伝活動等を実施するとともに､ インターネッ

トを活用した情報発信やメディアとの連携によ

るＰＲ活動等を実施するのに要する経費

� 韓国人観光

客誘致拡大事

業費

4,006 韓国からの誘客促進を図るため､ 関係機関と

タイアップし誘客宣伝活動等を実施するのに要

する経費

� アジア輸出

拡大戦略事業

費 (新規)

20,100 中国をはじめとするアジア諸国への県産農林

水産物の輸出拡大を図るため､ 輸出ルートの確

立､ 輸出コーディネーターの設置､ 中国におけ

る商標 (県産品海外ＰＲロゴマーク) 登録等に

要する経費

�輸出環境整備事業費 10,264

�アジア輸出拡大戦略事業費 7,823

�海外商標ブランド化事業費 2,013

� 台湾向けり

んご輸出対策

事業費

3,261 本県産りんごの台湾への輸出拡大を図るため､

輸出りんごの品質管理技術の実証試験､ 台湾で

残留農薬基準が設定されている農薬を使用した

防除試験及び農薬残留分析､ 台湾政府に対する

残留農薬基準設定の要請活動､ 台湾向け輸出指

定園地制度の導入等に要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

� 国際チャー

ター便誘致推

進事業費

(新規)

7,360 国際チャーター便の誘致により､ 海外との交

流人口や経済効果の獲得機会を拡大するため､

海外航空会社へのプロモーション活動や近隣空

港との相互活用を図る広域的旅行商品の造成支

援を行うのに要する経費

� 青森・ソウ

ル線需要拡大

対策事業費

17,338 青森・ソウル線の利用拡大に向けた取組みに

要する経費

青森・ソウル

線需要拡大緊

急対策事業費

4,618 韓国の企業・団体等との人的ネットワークを

形成し､ 企業・団体等を中心とした利用者の増

加を図るためのアドバイザーの委嘱､ トップセー

ルス等に要する経費

青森・ソウル

線交流人口拡

大フォローアッ

プ事業費

(新規)

5,740 本県・韓国の相互の認知度向上と市民レベル

での交流推進に向けた双方向の情報発信､ 韓国

済州特別自治道との交流イベント及び市民交流

への参画に要する経費

｢トコトン青

森体験ウィー

ク｣ 開催事業

費 (新規)

6,980 韓国における本県の知名度向上を図るため､

ソウル市内において観光資源と物産を効果的に

活用したＰＲイベント等を実施するのに要する

経費

商工労働部

農林水産部

農商工連携関連事

業費

23,579

� あ お も り

｢食｣ 産業型

組合応援プロ

ジェクト事業

費 (新規)

9,632 農商工連携による ｢食｣ 産業型組合の設立を

支援するとともに､ 組合をバックアップする体

制を構築するため､ 中小企業団体中央会が行う

中小企業組合の設立及び共同事務センターの設

置の支援等に要する経費

�あおもり ｢食｣ 産業型組合応援プロジェク

ト事業費補助 3,852

補助金交付先 中小企業団体中央会

補 助 率 １
２､ 定額

�共同事務センター設置支援費 5,780
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� 地域ぐるみ

型農商工連携

支援事業費

(新規)

7,460 中小企業者と農林漁業者の連携による新商品

開発等の促進を図るため､ 事業化に向けた検討

段階における取組みを重点的に支援するととも

に､ 地域資源を活用した研究開発を行うのに要

する経費

�地域ぐるみ型農商工連携推進事業費補助

7,200

補助金交付先 ３者以上の事業者と支

援機関による農商工連

携に取り組む連携体

補 助 率 定額

補 助 限 度 額 1,200

�県事務費 260

� 農商工連携

推進人財育成

事業費(新規)

2,620 農商工連携の取組みを加速化させる人材を育

成するため､ 農協営農指導員や商工会経営指導

員等を対象とする農商工連携リーダー育成研修

会を実施するのに要する経費

� 食産業クラ

スター形成推

進事業費

3,867 西北地域の優位性のある農林水産物を活用し､

地域の食関連産業のクラスターを形成するため､

地域関係者によるネットワークを強化するとと

もに､ 地域の特産品を活用した新たな食文化の

創出を図るのに要する経費

�食産業クラスター形成推進方策検討費 748

� ｢食のメッカ｣ づくり推進事業費 (新規)

2,024

�食産業クラスター形成推進セミナー開催費

1,095

農商工連携支援基

金助成事業費

基金運用

益による

補助見込

30,000

程度

農商工連携による創業・経営革新等の取組み

に対し､ 地方独立行政法人青森県産業技術セン

ターが ｢あおもり農商工連携支援基金｣ を運用

して行う支援

�経営革新助成事業費

補助金交付先 中小企業者等と農林漁

業者との連携体

補 助 率 １
２ (常用１名以上の雇

用が伴う場合２３)

補 助 限 度 額 5,000

補助対象経費 新商品・新技術・新役

務の調査・開発費､ 販

路開拓費等
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�経営革新支援機関助成事業費

補助金交付先 中小企業者等と農林漁

業者との連携体を支援

する機関

補 助 率 10
10

補 助 限 度 額 1,000

補助対象経費 指導助言経費等

総 務 部

商工労働部

教育委員会

学卒未就職者・高

校生就職支援対策

事業費

863,948

� 学卒未就職

者対策事業費

681,652 学卒未就職者の就職を支援するための雇用の

場や職業能力習得・向上機会の提供､ 普及啓発

員の配置等に要する経費

離職者等再就

職訓練事業費

(学卒未就職

者対策分)

27,523 学卒未就職者に対して､ 経理・ビジネス関係

やＩＴ関係の民間教育訓練機関を活用した職業

能力の習得機会を提供するのに要する経費

学卒未就職者

地域人財育成

事業費

385,273 学卒未就職者を雇用し､ 複数の民間企業等に

おける一定期間の職場実習と座学研修による職

業能力の習得機会を提供するのに要する経費

学卒未就職者

早期就職支援

事業費

212,336 学卒未就職者に対する就職支援を行うジョブ

サポーターを配置・育成するとともに､ 学卒未

就職者を雇用し､ 短期間の職場実習と座学研修

による職業能力の習得機会を提供するのに要す

る経費

非常勤事務員

配置事業費

(学卒未就職

者対策分)

56,520 学卒未就職者対策の一環として拡大した高卒

枠の非常勤職員の雇用に要する経費

� 高校生緊急

就職サポート

プロジェクト

事業費

182,296 高校生の就職支援を強力に推進するため､ 資

格取得や企業見学に対する支援及び学校現場に

おける就職指導の更なる充実等を図るのに要す

る経費
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高校生就職ス

キル向上支援

プロジェクト

事業費(新規)

28,955 高校生の就職力向上を図るため､ 就職に有利

な資格取得に向けた講習会や就職試験対策を実

施するのに要する経費

介護の仕事を

目指す高校生

への就職支援

プロジェクト

事業費(新規)

21,682 高校生の介護・福祉分野への就職を支援する

とともに､ 本県の介護人材不足に対応するため､

介護・福祉分野の講演会及びホームヘルパー資

格取得講習会を開催するのに要する経費

未来のスペシャ

リスト育成プ

ロジェクト事

業費 (新規)

6,836 専門高校の生徒の専門的かつ高度な資格取得

による進学・就職力向上を図るため､ 専門家に

よる講習会､ 大学との連携等を実施するのに要

する経費

企業の魅力発

掘プロジェク

ト事業費

(新規)

16,139 県外企業への就職を希望する高校生を支援す

るため､ 県外企業見学を実施するとともに､ 報

告会の開催や企業情報のデータベース化を行う

のに要する経費

高校生就職支

援情報発信プ

ロジェクト事

業費 (新規)

18,000 高校生の就職促進､ 早期離職防止を図るため､

メディアを活用し高校生と企業の双方が求める

情報を発信するのに要する経費

企業と学校と

のハンド・イ

ン・ハンド事

業費

3,055 学校教育に企業の視点を取り入れ､ 高校の進

路指導の充実や生徒の主体的な進路選択能力の

育成を図るため､ 教員の長期企業等派遣研修及

び企業派遣研修修了教員等による出前講座等を

実施するのに要する経費

県立高校就職

指導支援事業

費

50,820 高校生の就職指導の充実を図るため､ 県立高

校に社会経験や職業経験を有する就職指導支援

員を配置するのに要する経費

私立高校生等

就職支援委託

事業費

36,809 就職を希望する私立高校卒業予定者等の支援

体制を充実させるため､ 学校内に就職指導支援

員を配置するのに要する経費

商工労働部 中小企業団体中央

会補助

149,557 中小企業団体中央会が行う指導事業等に要す

る経費に対する補助

補助金交付先 中小企業団体中央会

補 助 率 10
10
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経営改善普及事業

費補助

1,435,969 商工会議所及び商工会が行う経営改善普及事

業等に要する経費に対する補助

補助金交付先 商工会連合会､ 商工会議

所

補 助 率 10
10

商工会連合会指定

事業費補助

202,335 商工会連合会が行う商工会指導事業等に要す

る経費に対する補助

補助金交付先 商工会連合会

補 助 率 10
10

制度金融実施費 36,645,000 中小企業者の事業活動の促進及び経営の安定

を図るため､ 各種制度金融を実施するための貸

付金

※特別保証融資制度貸付金にアグリチャレンジ

資金を創設 (融資枠１億円)

青森県農業信用基

金協会出えん金 (ア

グリチャレンジ資

金分) (新規)

5,000 中小企業の農業分野進出に係る資金調達の円

滑化を図るため､ 特別保証融資制度貸付金にア

グリチャレンジ資金を創設するための出えん金

融 資 枠 １億円

貸 付 利 率 金融機関所定利率から0.3％

を控除した率

貸 付 期 間 設備資金 15年以内

運転資金 ３年以内

貸付限度額 法人 30,000

個人 15,000

青森県信用保証協

会出えん金

40,000 中小企業の金融円滑化を目的に公的信用補完

を行っている県信用保証協会の経営基盤の強化

のための出えん金

機械類貸与事業費 100,000 新規学卒者等の雇用創出を図るため､ �21あ

おもり産業総合支援センターが行う機械類貸与

事業における割賦損料率等を引き下げる雇用創

出フロンティア枠を実施するための貸付金

融 資 枠 １億円

割賦損料率 1.5％または1.9％ (通常枠

から0.6％引き下げ)
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区 分 貸付金 融資枠

特別保証融資制度貸付金 25,745,000 400億円

県中小企業団体中央会貸付金 900,000 30億円

全国信用協同組合連合会貸付金 10,000,000 200億円



部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

あおもり元気企業

チャレンジ助成事

業費

基金運用

益による

補助見込

70,000

程度

地域資源を活用した創業・経営革新等の取組

みに対し､ �21あおもり産業総合支援センター

が ｢あおもり元気企業チャレンジ基金｣ を運用

して行う支援

�創業及び経営革新助成事業費

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２ (常用１名以上の雇

用が伴う場合２３)

補 助 限 度 額 5,000

補助対象経費 新商品・新技術・新役

務の調査・開発費､ 販

路開拓費等

�創業及び経営革新支援機関助成事業費

補助金交付先 中小企業者等を支援す

る機関

補 助 率 10
10

補 助 限 度 額 1,000

補助対象経費 普及啓発費､ 人材育成

費等

あおもりクリエイ

トファンド事業費

－ あおもりクリエイトファンド投資事業有限責

任組合が､ �21あおもり産業総合支援センター

等の支援機関と連携し､ 株式上場等を目指す未

上場企業に対して行う投資

一社当たり投資額 5,000万円程度 (ファ

ンド総額の10％を限

度)

商店街地域連携創

出事業費

4,778 地域における商店街の今後の役割を踏まえ､

地域との連携を推進するため､ 商店街と地域団

体等が連携して実施するモデル事業を支援する

のに要する経費

�商店街地域連携連絡会開催費 149

�商店街地域連携モデル創出事業費 4,629

・商店街地域連携創出事業費補助 2,500

補助金交付先 商店街等

補 助 率 １
４ (ほかに市町村
１
４)

補 助 限 度 額 500

・商店街アドバイザー派遣事業費 2,129
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戦略的ものづくり先進技術事
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

商店街等における

買い物利便性向上

モデル事業費

(新規)

5,393 商店の減少等による買い物弱者問題に対する

意識の啓発及び商店街の活性化を図るため､ セ

ミナーの開催や移動販売､ 宅配等のモデル事業

を実施するのに要する経費

創業・起業支援事

業費

32,956 創業・起業の推進を図るため､ インキュベー

ションマネージャーの養成や ｢夢クリエイト工

房｣ ､ ｢創業チャレンジクラブ｣ 及び ｢アント

レプレナー情報ステーション｣ を活用した創業

支援等を行うとともに､ 創業・起業の掘り起こ

しを強化するためのセミナーや相談会等の開催

に要する経費

�創業支援拠点運営事業費 1,326

�創業・起業支援人材育成事業費 28,193

� ｢夢実現｣ 創業・起業支援隊事業費 3,437

若者発ベンチャー

創出事業費(新規)

6,000 若者の働く場を創出し､ 地域産業の活性化を

図るため､ 若者の起業意識の醸成を図る研修を

開催するとともに､ 受講者等が作成した優秀な

ビジネスプランに基づく創業を支援するのに要

する経費

�起業家養成研修事業費 3,649

�若者発ベンチャースタートアップ事業費

2,351

・若者発ベンチャースタートアップ事業費

補助 2,000

補助金交付先 ビジネスプランを作

成し起業しようとす

る者

補 助 率 定額

補 助 限 度 額 1,000

・県事務費 351

青森県中小企業経

営力向上支援事業

費

2,871 県内食品製造業の育成と振興を図るため､ 営

業力強化に向けたセミナーや個別実践指導等を

行うのに要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

地域資源活用型地

域活性化支援事業

費 (新規)

7,120 地域資源を活用した新商品・サービスの開発

等を促進するため､ 商工団体､ 市町村等の関係

機関と一体となった地域の支援体制を強化する

とともに､ 地域資源を活用した新商品開発の促

進を支援するのに要する経費

�専門家支援チーム派遣事業費 2,495

�地域支援機関スキルアップ・連携事業費

1,968

�地域資源活用事業基礎調査支援事業費

2,657

・地域資源活用事業基礎調査費補助 2,500

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 500

・県事務費 157

地域あきんど育成

事業費 (新規)

8,800 地域コミュニティとしての商店街の活性化を

図るため､ 商店等の後継者及び新規出店者等を

育成する講座の開催､ 個店の魅力向上のための

認定制度の創設及び研修の開催に要する経費

コミュニティビジ

ネス地域連携支援

体制構築事業費

(新規)

3,615 新たなコミュニティビジネスの創出による生

業づくりを推進するため､ 市町村､ 関係団体等

によるネットワークを構築するとともに､ コミュ

ニティビジネスを実践する事業者による取組内

容や商品を紹介する見本市等を開催するのに要

する経費

戦略的企業誘致展

開事業費 (新規)

10,956 地域経済の活性化及び雇用の拡大を図るため､

本県の企業立地実績や国の施策の動向､ 本県の

優位性を踏まえ､ 今後有望な業種・企業に対し

て､ 戦略的・集中的な企業誘致活動を展開する

のに要する経費

企業誘致情報発信

力強化事業費

13,283 東北新幹線全線開業を契機に､ 本県の企業立

地関連情報について重点的な発信活動を行うと

ともに､ 立地企業が求める人材確保ニーズに応

えるため､ 企業の求人情報を広報するのに要す

る経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

自動車関連産業集

積促進事業費

15,821 自動車関連産業の本県への立地を促進するた

め､ 青森県名古屋産業立地センターを拠点に誘

致活動を強化するとともに､ 次世代自動車関連

産業に対する参入支援及び誘致活動を実施する

のに要する経費

�青森県名古屋産業立地センター運営費

11,526

�次世代自動車関連産業集積促進事業費

4,295

企業立地促進資金

貸付金

53,334 企業立地を促進するため､ 誘致企業に対する

長期低利の資金の融資制度を実施するための貸

付金

貸 付 利 率 年1.8％ (金矢工業団地､

青森中核工業団地立地企業

については､ 年1.62％)

貸 付 期 間 10年以内

貸付限度額 ２億円 (特認５億円)

工場整備促進資金

貸付金

180,810 地域経済の活性化及び県内における雇用の場

の創出を図るため､ 県内企業が行う工場の新増

設等に要する長期低利の資金の融資制度を実施

するための貸付金

貸 付 利 率 年1.8％ (金矢工業団地､

青森中核工業団地立地企業

については､ 年1.62％)

貸 付 期 間 10年以内

貸付限度額 ２億円 (特認５億円)

青森県発電用施設

等所在市町村等企

業導入促進資金貸

付金

1,102 電源地域における企業立地を促進するため､

企業が行う工場の新増設等に要する長期低利の

資金の融資制度を実施するための貸付金

貸 付 利 率 年1.8％ (金矢工業団地､

青森中核工業団地立地企業

については､ 年1.62％)

貸 付 期 間 15年以内

貸付限度額 ５億円 (特認10億円)

※当該貸付金は､ 基金を取り崩して預託を行う

ため､ 事業費には基金の発生利息分の積立金

を計上

― 42 ―



部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

むつ小川原工業基

地企業立地促進費

補助 (債務負担行

為)

債務負担

行為設定

額

500,000

むつ小川原工業開発地区における企業立地の

促進を図るための同地区に立地する誘致企業に

対する補助

補助金交付額 2,500円／㎡(ほかに国同額)

テレマーケティン

グ関連産業立地促

進費補助

103,699

債務負担

行為設定

額

300,000

テレマーケティング関連産業の誘致を促進す

るため､ テレマーケティングを行う企業及び電

子データの運営管理を行う企業に対する補助

補助金交付先 テレマーケティングを行

う企業及び電子データの

運営管理を行う企業で県

内からの常用雇用者数が

20名以上の企業

補 助 率

回 線 使 用 料 １
２

オフィス賃借料 １
４

雇 用 奨 励 費 定額 (常用雇用者数20

名以上の企業で地元雇

用１人につき30万円､

ただし､ 市町村の１人

当たりの補助額及び補

助対象人数を限度)

青森中核工業団地

工場等立地促進費

補助

500

債務負担

行為設定

額

30,000

青森中核工業団地における企業立地の促進を

図るための同団地に立地する誘致企業に対する

補助

対 象 業 種 製造業

補助金交付額 立地企業が支払った事業

税 (３年間) 及び不動産

取得税のうち､ 製造の事

業の用に供する部分に係

る金額

青森中核工業団地

企業立地促進対策

費補助

91,977 �中小企業基盤整備機構及び県が共同で整備

した青森中核工業団地の分譲価格の引下げ等に

対処するため､ 県の業務を代行する県土地開発

公社の引当金積立､ 借入金利息等に要する経費

に対する補助

補助金交付先 県土地開発公社

補 助 率 定額
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

青森県産業立地促

進費補助

(電源三法交付金

活用事業)

284,006

債務負担

行為設定

額

2,000,000

県内への企業誘致の促進を図るための工業開

発プロジェクト地域等に立地する誘致企業等に

対する補助

対象地区 県内全域

対象企業 誘致企業又は誘致企業に対し

建物及び設備をリースする企

業 (金矢工業団地､ 青森中核

工業団地については県内企業

も対象)

対象業種 製造業､ 頭脳立地業種､ 医療・

健康福祉関連業種､ 農工ベス

トミックス関連業種､ 情報通

信関連業種及び研究開発型企

業 (金矢工業団地､ むつ小川

原工業開発地区､ 青森中核工

業団地､ 環境・エネルギー産

業創造特区については他業種

も対象)

補 助 率

設備投資額１億円以上かつ雇用

人数10人以上 ５
100

設備投資額１億円以上かつ雇用

人数５人以上 (むつ小川原開発

地区において情報通信関連業種

が立地した場合) 10
100

設備投資額３億円以上かつ雇用

人数20人以上 10
100

金矢工業団地､ 青森中核工業団

地において土地を取得した場合

及びむつ小川原開発地区におい

て土地取得を伴うＦＰＤ関連業

種研究所を整備した場合の設備

投資額相当分 20
100

金矢工業団地において土地を取

得した場合の土地取得費相当分 40
100以内

津軽塗・津軽うる

おい漆ダブルイメー

ジアップ事業費

2,430 津軽塗産業全体の活性化と津軽塗等の販路拡

大を図るため､ 専門アドバイザーを設置すると

ともに､ ｢津軽うるおい漆｣ の認知度を高める

ための作品発表会の開催及び首都圏等における

販売ルートの開拓に要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

ものづくり産業支

援プログラム事業

費

15,755 ものづくりに関わる人材の育成を推進するた

め､ 技術研修や実践的な改善活動実習､ 企業経

営者及び営業担当向けセミナー等を開催すると

ともに､ 高校とものづくり現場との交流の場づ

くり等を行うのに要する経費

ライフイノベーショ

ン新成長産業創出

事業費 (新規)

24,270

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

50,970

本県の優位性を活かしたライフ (医療・健康・

福祉) 分野関連産業の創出と集積による地域経

済の成長促進を図るため､ 新戦略の策定､ 医療

福祉機器開発に向けた研究開発支援､ 医療分野

でのビジネスモデルの実証及び地域資源を活か

した健康食品等の開発支援等に要する経費

�ライフイノベーション産業クラスター創造

戦略構築事業費 6,181

�医工等連携ライフイノベーション促進事業

費 5,180

�新メディカルサービス産業創出モデル事業

費 5,241

�次世代型ライフ系商品開発特別支援事業費

7,668

・ライフイノベーション新成長産業創出事

業費補助 4,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 2,000

・ライフイノベーション新成長産業創出推

進事業費 3,668

植物工場立地促進

事業費

5,231 地域産業の活性化に向け､ 植物工場の立地・

事業展開を促進するため､ 研究会を設置し､ 対

応方策について調査・検討するとともに､ 全国

規模の展示会において企業誘致活動等を行うの

に要する経費

内発型未利用バイ

オマスビジネス創

出事業費

8,874 地域の未利用バイオマスを活用した商品化等

を推進するための調査検討や技術・製品開発を

支援するのに要する経費

�剪定枝・もみ殻の有効活用調査検討事業費

3,646
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

�剪定枝等を活用した活性炭製造技術開発事

業費 2,686

�もみ殻等を活用した土壌改良材料開発事業

費 2,542

低炭素型ものづく

り産業推進事業費

(新規)

5,642 低炭素社会を実現する技術開発等による新市

場・新産業の創出を図るため､ 県内における事

業化や企業集積等に係る具体的な指針を作成す

るとともに､ 県内外の企業や関係機関等に情報

発信等を行うのに要する経費

企画開発型人財育

成事業費 (新規)

4,055 ものづくり企業において自ら技術的課題を把

握し､ 提案・克服できる人材を育成するため､

八戸工業大学と連携し､ 技術経営､ 品質工学等

の工学研究講座及び実習を行うのに要する経費

あおもり産学官金

連携加速化事業費

(新規)

13,122 産学官金の連携による市場ニーズに対応した

新しいモノ・サービスの提供を図るため､ 大学

等の研究シーズと企業ニーズのマッチングから

事業化までを一貫して支援するコーディネーター

を設置するとともに､ 専門分野の検討を行うア

ドバイザーの派遣等に要する経費

高性能光学素子等

事業化関連経費

88,601

� 高性能光学

素子等関連事

業化加速事業

費 (新規)

58,228 ふるさと雇用再生特別基金を活用し､ これま

での高性能光学素子等に係る研究で得られた成

果をもとに､ 事業化に向けた製品開発及び県内

企業に対する普及啓発等を行うのに要する経費

� 青森県未来

技術研究棟維

持管理費

30,373 青森県未来技術研究棟 (クリーンルーム) の

維持管理に要する経費

知的財産活用促進

事業費

17,695 農林水産分野を中心とした知的財産による新

事業等の創出を図るため､ 知的財産の活用促進

に向けた普及啓発を図るとともに､ アイディア

段階からシーズ・ニーズのマッチング､ 事業化

までの一貫した支援等を行うのに要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

�知的財産事業展開力創出事業費 (新規)

8,500

・知的財産活用支援事業費 6,100

・知的財産事業展開促進事業費補助 2,400

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 300

�知的財産活用力強化事業費 9,195

ＩＣＴを活用した

県民の安全安心支

援サービス先進モ

デル構築事業費

15,210 情報通信技術を活用した高齢者等向けの生活

支援サービスモデルとして､ ｢次世代型緊急通

報サービス｣ と ｢音声と映像による生活交流支

援サービス｣ について､ 産学官連携のコンソー

シアムを設置し､ システムの検討及び研究開発

を行うのに要する経費

ＩＴ活用産業高付

加価値化戦略事業

費

4,613 県内企業におけるＩＴマネジメントスキルを

強化するため､ セミナー開催や専門家による実

践指導を行うとともに､ 産学官による研究会を

立ち上げ､ 新たな情報サービスモデルを検討す

るのに要する経費

あおもり型新産業

連携支援事業費

3,424 県内企業の新商品開発や新事業創出を推進す

るため､ インターネットを通じた新商品・新事

業の提案等やその情報を活用して関係者間で事

業化に向けた意見交換のできる仕組みづくりを

行うとともに､ �首都圏産業活性化協会と連携

し､ 県内企業の新たな取組みに対する助言や首

都圏企業とのマッチング等の支援を行うのに要

する経費

クラウド時代の情

報産業創出促進事

業費 (新規)

10,770 あおもり型データセンターの誘致とクラウド

コンピューティング等新技術の導入による産業

の高付加価値化を図るため､ 国際的な展示会へ

出展し､ 本県の優位性をアピールするとともに､

クラウド時代に対応した人材を育成する研修会

等を開催するのに要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

ものづくり産業基

盤技術向上事業費

4,540 地域産業の活性化を図るため､ 産学官金によ

るものづくり基盤技術の高度化に向けた取組み

を支援するとともに､ 基盤技術のマニュアル化､

地方独立行政法人青森県産業技術センターによ

る洗浄技術の新たなプロセスの開発等を行うの

に要する経費

弘前地域研究所整

備調査検討事業費

(新規)

7,850 地域資源の高付加価値化に向けた拠点として

の機能の充実を図るため､ 地方独立行政法人青

森県産業技術センター弘前地域研究所に求めら

れる産業支援機能等について､ 地域企業のニー

ズ調査等を踏まえて検討するのに要する経費

子どもの未来の夢

応援事業費(新規)

6,383 子どもの豊かな科学的発想や創造性を育み､

将来の本県の産業振興を担う意欲的な人材を育

成するため､ 子どもの創造性を育む活動を行う

団体に対する支援を行うとともに､ 発明くふう

展､ 科学の楽しさを体験するサイエンスツアー

等を実施するのに要する経費

�創造性育成活動促進事業費 5,122

・創造性育成活動促進事業費補助 2,650

補助金交付先 一般社団法人青森県

発明協会

補 助 率 定額

・創造する科学の夢作品展開催事業費

2,448

・県事務費 24

�創造する科学の楽しみ体験事業費 1,261

海外産業経済交流

推進事業費

6,845 中国大連市との産業経済交流を推進するため

の交流ミッション団の派遣､ 専門セミナーの開

催､ 大連ビジネスサポートセンターの運営等に

要する経費

ふるさと雇用再生

特別対策事業費

1,732,068 ふるさと雇用再生特別基金を活用し､ 地域の

実情や創意工夫に基づいて､ 地域求職者等を雇

い入れ､ 継続的な雇用機会の創出を図るのに要

する経費

�ふるさと雇用再生特別基金積立金 5,040

�ふるさと雇用再生特別事業費補助
1,493,000
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

�ふるさと雇用再生特別事業一時金 226,500
一時金支給先 ふるさと雇用再生特別

対策事業終了後に引き
続き正規労働者として
雇用する事業者

対象労働者数 755人
一時金支給額 対象労働者１人につき

30万円

�事業推進事務費 7,528
(平成23年度基金活用計画)

※県事業分は各部局に計上

緊急雇用創出対策
事業費

3,095,606 緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用し､ 離
職を余儀なくされた非正規労働者等に対する一
時的な雇用・就業機会の創出を図るのに要する
経費

�緊急雇用創出事業臨時特例基金積立金
18,067

�緊急雇用創出対策事業費補助 3,071,000

�事業推進事務費 6,539
(平成23年度基金活用計画)
緊急雇用事業分

重点分野雇用創出・地域人材育成事業分

※県事業分は各部局に計上
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区 分 事 業 費 新規雇用
創出人数

県事業分 1,766,451 463人

市町村分 1,493,000 481人

合 計 3,259,451 944人

区 分 事 業 費 新規雇用
創出人数

県事業分 1,634,824 1,907人

市町村分 1,614,000 2,391人

合 計 3,248,824 4,298人

区 分 事 業 費 新規雇用
創出人数

県事業分 2,866,732 1,275人

市町村分 1,457,000 720人

合 計 4,323,732 1,995人



部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

離職者等再就職訓

練事業費

759,975 離職者等の円滑な労働移動の支援､ 雇用の安

定確保を図るための民間教育機関を活用した職

業能力習得機会の提供に要する経費

若年者雇用対策関

連経費

463,171

� ジョブカフェ

あおもり関係

事業費

90,374 若年者の雇用拡大・維持を図るため､ 職業に

関する情報提供､ キャリアカウンセリング､ セ

ミナー等 ｢ジョブカフェあおもり｣ における若

年者に対する総合的な就職支援サービスの提供

に要する経費

�ジョブカフェあおもり運営事業費 19,844

�ジョブカフェあおもり推進事業費 70,530

� 若年者就職・

定着促進支援

事業費 (新規)

22,647 若年者の早期離職を防止するため､ 企業､ 高

校生､ 保護者の職場定着に対する意識を啓発す

るとともに､ インターンシップ協力事業所を開

拓するのに要する経費

事業内容 職場定着促進ガイドブックの

作成､ 社会保険労務士による

企業訪問・指導､ 就労意識啓

発ハンドブックの作成､ 企業

見学会の開催､ インターンシッ

プ協力事業所開拓員の配置

� 若年者地域

人財育成事業

費

250,380 若年者を雇用し､ 複数の民間企業等における

一定期間の職場実習と座学研修による職業能力

の習得機会を提供するのに要する経費

� 委託訓練活

用型デュアル

システム事業

費 (新規)

99,770 若年求職者等の就職を促進するため､ 民間教

育訓練機関の座学訓練と企業実習訓練を組み合

わせた職業意識の啓発及びビジネスマナー等の

教育訓練を実施するのに要する経費

障害者雇用対策関

連経費

40,167

� 障害者雇用

掘り起こし事

業費 (新規)

23,616 障害者の雇用の創出と障害者雇用に対する意

識啓発を図るため､ 民間企業等から､ 障害者に

就業機会を提供する事業を公募し､ 事業内容を

ホームページ等で情報発信するのに要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

� 障害者雇用

優良事業所開

拓・ＰＲ事業

費

16,551 障害者の雇用の創出と障害者雇用に対する意

識啓発を図るため､ 障害者雇用や職場実習に協

力する事業所を開拓するとともに､ 障害者雇用

の優良事例を取材し､ ホームページ等で情報発

信するのに要する経費

中高年齢者雇用対

策関連経費

24,414

� 高齢・障害

者雇用サポー

ト事業費

(新規)

19,908 高齢者と障害者の就職支援を推進するため､

雇用の動向と課題を調査するとともに､ 事業主

や関係団体等による意見交換会等を開催し､ 雇

用促進の体制を構築するのに要する経費

� 中高年福祉・

介護人材育成

就業促進事業

費

3,000 中高年齢求職者の福祉・介護分野での受入れ

による円滑な再就職を図るため､ 介護施設にお

ける中高年齢者の雇用を推進するための雇用奨

励金を支給するのに要する経費

� ＵＪＩター

ン人材誘致促

進事業費

1,506 首都圏等に在住する本県出身者等の県内企業

への就職を促進するため､ 青森県ビジネスサポー

トセンター内に設置している ｢あおもりキャリ

アセンター｣ において､ 就職支援相談等を実施

するのに要する経費

育児・介護休業者

生活安定資金貸付

金

1,635 県内労働者の仕事と家庭の両立を支援するた

め､ 生活に必要な低利資金の融資制度を実施す

るための貸付金

勤労者への貸付内容

貸 付 利 率 年1.0％

貸 付 期 間 ５年以内 (うち据置期間

６か月以内)

貸付限度額 1,000

離職者生活安定資

金貸付金

7,914 離職者の生活の安定を図るため､ 生活に必要

な低利資金の融資制度を実施するための貸付金

勤労者への貸付内容

貸 付 利 率 年0.75％

貸 付 期 間 ５年以内 (うち据置期間

６か月以内)

貸付限度額 1,000
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

若年技能者育成支

援事業費

6,563 高校在学中からの若年技能者の育成を図るた

め､ 高等学校における熟練技能者による実技指

導を充実するとともに､ 若年技能者の日頃の成

果を発揮する地方大会の開催支援と全国大会へ

の派遣等に要する経費

弘前高等技術専門

校及び障害者職業

訓練校校舎建築事

業費

(電源三法交付金

活用事業)

601,328 老朽化した弘前高等技術専門校及び障害者職

業訓練校の校舎及び寄宿舎の改築に要する経費

全 体 計 画 平成22年度～23年度

建 築 内 容 鉄骨造､ ２階建

建 築 面 積 2,362.18㎡

全体事業費 878,672

青森情報力観光推

進事業費

22,932 青森の魅力ある情報を効果的に発信するため､

関係機関との連携を強化し､ インフルエンサー

(影響力のある推薦者) に対する多面的な青森

情報の提供を充実するとともに､ インターネッ

ト上での動画配信を行うのに要する経費

あおもり観光人財

育成事業費(新規)

4,180 持続可能な観光地域づくりを進める核となる

人材を育成するため､ 大学と連携し､ 地域の観

光産業従事者等を対象とした観光産業に関する

高度な講座を開催するのに要する経費

あおもり観光産業

収益力向上事業費

(新規)

8,400 宿泊施設の魅力と労働生産性を高め､ 観光産

業の収益力向上を図るため､ 宿泊客の満足度調

査や中小企業診断士等による財務分析を実施す

るとともに､ 製造業的アプローチに基づく実践

指導等を行うワークショップを開催し､ 実践し

た取組みを普及啓発するのに要する経費

東北新幹線全線開

業観光振興対策事

業費

298,477

� 大型観光キャ

ンペーン推進

事業費

(電源三法交

付金活用事業)

147,000 東北新幹線全線開業を契機に大都市圏からの

誘客を促進するため､ マスコミ等メディアと連

携した本県観光のＰＲ活動及び首都圏等におけ

る開業１周年記念イベントを実施するのに要す

る経費
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� 青森デスティ

ネーションキャ

ンペーン推進

事業費

69,800 東北新幹線全線開業を契機にＪＲグループ６

社の協力の下で実施される青森デスティネーショ

ンキャンペーン (平成23年４月～７月) を推進

するため､ 本県観光の積極的なプロモーション

活動等を実施するのに要する経費

� 日本の祭り

2011開催費負

担金 (新規)

20,000 本県の地域伝統芸能の魅力を発信し､ 東北新

幹線全線開業効果を持続的に獲得するため､ 海

外・全国の伝統芸能が参集する国内最大規模の

イベントを開催するのに要する経費に対する負

担金

開 催 期 日 平成23年９月24日～25日

開 催 場 所 青森市文化会館及び青森

ウォーターフロントエリ

ア

負担金交付先 日本の祭りinあおもり2011

実行委員会

� 観光コンテ

ンツ高度化支

援事業費

12,063 本県ならではの通年型観光及び滞在型観光を

推進し､ 本県観光の魅力向上を図るため､ 豊富

にある観光資源の観光コンテンツ化やコンテン

ツの質的向上及び量的拡大を図るのに要する経

費

�観光コンテンツ高度化推進事業費 9,563

�観光コンテンツ高度化支援事業費補助

2,500

補助金交付先 観光コンテンツの創出

や融合に取り組む団体

等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 500

� ｢行くたび

あたらしい青

森｣ 推進事業

費 (新規)

9,000 東北新幹線全線開業効果を持続的に獲得する

ため､ 本県観光の新たな魅力を発掘・発信する

とともに､ 広域的な観光エリアを結んだ滞在期

間の長いモデルコースを設定・検証し､ タイアッ

プ広告等を実施するのに要する経費
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� 観光二次交

通情報発信事

業費補助

2,000 東北新幹線全線開業効果を最大限獲得するた

めの県内の観光二次交通の情報発信に要する経

費に対する補助

補助金交付先 二次交通のＰＲチラシを

作成して宣伝を行う交通

事業者等

補 助 率 １
３

補 助 限 度 額 250

� 食と温泉魅

力全開誘客推

進事業費

(新規)

11,500 首都圏及び東北エリアからの誘客を促進し､

県内宿泊客の増加を図るため､ 本県の豊富な観

光資源である食と温泉をテーマに広告・宣伝等

を実施するのに要する経費

事業内容 専門家の監修によるパンフレッ

トの作成､ 交通機関タイアッ

プポスターの作成､ 旅行雑誌

への広告掲載､ 携帯位置登録

ゲームと連動した旅行商品の

造成等

� 東青地域観

光力向上事業

費

1,427 東青地域の観光客の受入態勢を強化するため､

体験型観光の実施に必要な専門的知識を有する

指導者を育成する講習会を開催するのに要する

経費

� 津軽地域満

足度アップ事

業費

4,184 津軽地域における工芸技術を活用した観光客

にとって満足度の高い観光土産品を開発するた

め､ 研究会を立ち上げ､ 商品開発やプロモーショ

ン手法等の検討を行うのに要する経費

� 中南地域街

なか魅力発掘・

発信事業費

(新規)

3,590 中南地域の ｢街歩き観光｣ による誘客促進を

図るため､ 首都圏等の商店街・飲食店を活用し

た観光・物産品等の情報発信､ 情報誌への広告

掲載､ 街なかの魅力を発掘・発信する人材を育

成する講座の開催に要する経費
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� 中南地域温

泉誘客力向上

事業費(新規)

2,913 中南地域の温泉資源を活用した誘客促進を図

るため､ 地域関係者による温泉地における観光

客のニーズ調査の実施を支援し､ 誘客促進方策

の検討・実践を行うワークショップを開催する

とともに､ インターネットによる旅行商品の情

報発信や販売手法の講座を開催するのに要する

経費

� 三八地域食

活用観光熟成

事業費(新規)

1,588 三八地域における体験型観光の魅力向上を図

るため､ 雑誌編集者や有力ブロガーを観光アド

バイザーとして設置し､ 食を活用した観光コン

テンツを検証するのに要する経費

� 奥津軽の歴

史探訪推進事

業費

2,562 西北地域の歴史資源を活用した観光コンテン

ツの魅力向上を図るため､ 設定したモデルコー

スや体験・食等の附帯メニューの検証､ 首都圏

におけるＰＲ等の実施､ 歴史資源の知識を有す

る観光ガイドの育成に要する経費

� 奥津軽若者

力活用観光推

進事業費

(新規)

2,017 若者の視点を活用して西北地域への誘客促進

を図るため､ 高校生と観光関係者が誘客方策を

検討するワークショップを開催するとともに､

若者が地域の観光振興に取り組む気運を醸成す

るためのフォーラムを開催するのに要する経費

� ようこそ奥

津軽へおもて

なし事業費

(新規)

2,000 西北地域における観光客の受入態勢の向上を

図るため､ 観光二次交通を担うタクシー乗務員

を対象とする観光案内等の講座を開催するとと

もに､ 産直施設の魅力ある売り場づくりに向け

た専門家による指導等を行うのに要する経費

� 上北地域元

気なご当地グ

ルメ総結集事

業費 (新規)

2,333 上北地域のご当地グルメを活用した誘客促進

を図るため､ 地域関係者のネットワーク化を推

進するとともに､ ご当地グルメのＰＲイベント

を開催するのに要する経費

� 東北新幹線

七戸十和田駅

開業キャンペー

ン推進事業費

4,500 東北新幹線七戸十和田駅の開業１周年に合わ

せ､ ＰＲイベントを開催するとともに､ タウン

情報誌と旅行雑誌による情報発信､ 旅のエッセ

イストによるモニターツアーを実施するのに要

する経費
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コンベンション誘

致促進事業費

70,000 コンベンションの本県への積極誘致のための

開催助成金の交付及び誘致活動の支援に要する

経費

�コンベンション開催費補助 48,000

補助金交付先 �県観光連盟

補 助 率 10
10

�コンベンション誘致活動費補助 800

補助金交付先 �県観光連盟

補 助 率 １
２

�戦略的コンベンション誘致拡大事業費 (新

規) 21,138

事 業 内 容 コンベンション誘致ア

ドバイザーの設置､ コ

ンベンション誘致・開

催支援専門員の配置､

商談会の開催等

�県事務費 62

都市型観光機能強

化事業費

58,027 観光関連産業の振興と人材育成を図る観点か

ら､ 青森市､ 弘前市及び八戸市の中心街に位置

する宿泊施設等に観光ナビゲーターを配置し､

旅行客に対する観光・飲食店情報を提供すると

ともに､ 地域におけるイベント等を企画・実施

するのに要する経費

三内丸山遺跡・芸

術ゾーン観光拠点

化推進事業費

(新規)

3,000 三内丸山遺跡と県立美術館の一体的な観光拠

点化による来館者の増加を図るため､ 地域住民

や関係団体等による県民会議を設置し､ 観光拠

点化の方策を検討するとともに､ 三内丸山遺跡

と県立美術館を結ぶ ｢縄文の小道｣ を活用した

新たな魅力を創出するのに要する経費

青森・道南地域広

域観光推進事業費

(新規)

1,039 北海道新幹線新函館開業に向けて､ 本県と道

南地域を結ぶ広域的な旅行商品の造成促進を図

るため､ 北海道及び青函広域観光推進協議会と

連携し､ モデルコースやサービスメニューを開

発するとともに､ モニターツアーによる検証等

を実施するのに要する経費
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青森県立美術館企

画展開催費

238,538 県立美術館において企画展を開催するのに要

する経費に対する負担金

�青木淳・杉戸洋展 23,409

開催時期 平成23年４月～６月

�印象派の隠された技法展 201,782

開催時期 平成23年７月～10月

�今和次郎展 13,347

開催時期 平成23年10月～12月

美術館サテライト

事業費

3,013 美術館の活動周知と美術に対する理解促進の

ため､ 美術館外におけるアーティストと地域の

子どもたちによるワークショップ及び作品の共

同制作等を行うのに要する経費

青森芸術・文化力

首都圏発信事業費

16,737 本県の芸術・文化力の高さを首都圏にアピー

ルするとともに､ 東北新幹線全線開業を契機に

本県及び県立美術館への誘客を図るため､ 太宰

治生誕100年記念で上演された演劇 ｢津軽｣ を

県立美術館で実施するのに要する経費

パフォーミングアー

ツ県民参加活性化

事業費

2,400 パフォーミングアーツ (舞台芸術) について

一層の定着を図るための県民に対する創作ワー

クショップ及び発表の場の提供に要する経費

アレコホールコン

サート国際強化戦

略事業費 (新規)

6,574 県立美術館の総合的な芸術拠点としての魅力

及びバレエ背景画 ｢アレコ｣ を所蔵する価値を

国内外に発信するため､ 国内外からピアノ奏者

を公募し､ アレコホールを活用した公開オーディ

ションや演奏会等を開催するのに要する経費

あおもり犬新コミッ

ションワーク事業

費

4,080 県立美術館の新たなコミッションワークの制

作等に要する経費

｢縄文・創造の原

点から｣ シンポジ

ウム開催事業費

(新規)

4,000 三内丸山遺跡と県立美術館の一体的な観光拠

点化による来館者の増加を図るため､ 縄文遺跡

と芸術の連携による地域振興等に向けた気運を

醸成するシンポジウムの開催に要する経費

商工労働部

農林水産部

あおもり食産業連

携関連事業費

95,581
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� あおもり食

産業連携強化

促進事業費

13,040 本県食関連産業の新たな連携や事業展開を総

合的に支援するために行う､ あおもり食産業プ

ラットフォーム体制の整備､ データベースの充

実強化､ 連携共同プロジェクト支援等に要する

経費

� あおもり食

産業づくり加

速化事業費

(新規)

10,857 付加価値を訴求した商品づくりによる地域の

食産業づくりを加速化するため､ 県産原料の利

用等によるビジネス拡大を支援するとともに､

事業者の経営力の向上や地域推進体制の強化を

図るのに要する経費

�あおもり食産業づくり加速化事業費 6,057

�あおもり食産業づくり加速化事業費補助

4,800

補助金交付先 食品製造業者等

補 助 率 １
２

� 青森県食品

産業製品開発

強化推進事業

費

46,510 県内食品製造業者における製品開発力の強化

と雇用の確保を図るための食品産業製品開発の

委託研究に要する経費

� あおもり食

産業首都圏販

路確立事業費

13,220 東北新幹線全線開業を契機に､ 首都圏におけ

る県産食材の販路拡大と県内食産業の活性化を

図るため､ 首都圏外食・中食産業をターゲット

にしたマーケティングリサーチ､ 産地と実需者

とのマッチング､ 首都圏飲食店等における県産

食材フェアの企画提案等に要する経費

� 加工・業務

用野菜産地育

成事業費

4,170 加工・業務用野菜の生産振興､ 産地の育成を

図るため､ 加工・業務用野菜の生産・出荷推進

に向けた普及啓発､ 推進方策の検討､ 加工技術

の開発・実証及び県内食品製造業者等との連携

によるモデル産地の育成支援等に要する経費

�加工・業務用野菜生産振興事業費 1,830

�加工・業務用野菜産地育成事業費補助

2,340

補助金交付先 農協等

補 助 率 １
３
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� ニーズ対応

型食品加工業

振興事業費

5,164 県産農産物を活用した食品加工品の大口需要

の開拓を推進するため､ 首都圏等のパートナー

企業の掘り起こし､ 県内業者とのマッチングや

コーディネート､ 産学官連携プロジェクトによ

る商品開発支援を行うのに要する経費

� 農商工連携

推進人財育成

事業費(新規)

2,620 (再掲)

農林水産部 農山漁村の儲かる

｢地域経営｣ サポー

ト事業費 (新規)

15,000 農林水産業従事者の減少に対応して､ 農山漁

村地域の中核を担う経営体を育成するため､ 経

営指導体制を強化するとともに､ 地域リーダー

の育成研修及び集落営農組織等の経営革新実践

活動に対する支援等を行うのに要する経費

�農山漁村の儲かる ｢地域経営｣ サポート事

業費 12,000

�農山漁村地域経営活動事業費補助 3,000

補助金交付先 集落営農組織等

補 助 率 定額

きれいな水が育む

｢あおもり食産業｣

推進事業費

70,214 総合特区制度の認定に向け､ 健全な水循環シ

ステムの維持・保全を推進するため､ 流域単位

での環境に配慮したプランの策定や実践を支援

するとともに､ 農山漁村環境の保全・再生を図

る環境公共の取組みを展開するのに要する経費

�きれいな水が育む ｢あおもり食産業｣ 推進

事業費 (新規) 13,200

・県推進事務費 1,200

・ ｢きれいな水｣ 食料生産流域プラン策定

事業費補助 6,000

補助金交付先 流域関係者により構

成される協議会

補 助 率 定額

・ ｢きれいな水｣ 食料生産流域プラン実践

事業費補助 6,000

補助金交付先 流域関係者により構

成される協議会

補 助 率 １
２
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�環境公共推進技術実践事業費 17,014

・治山ダム等水質保全実践事業費 (新規)

3,100

・環境公共推進技術実践事業費 6,164

・漁港周辺の藻場づくり事業費 (新規)

7,750

�里地里山・田園保全再生事業費 (電源三法

交付金活用事業) 40,000

農山漁村ウーマン・

プレジデント育成

事業費

5,112 農山漁村の女性起業者間の連携による企業化

の促進及び６次産業化の拡大を図るためのワー

クショップ及びセミナーの開催､ 企業化に向け

た地域のモデル的な活動に対する支援等に要す

る経費

�県推進事業費 2,112

�女性企業モデル活動費補助 3,000

補助金交付先 農山漁村女性企業等

補 助 率 １
２

すぐそこ３時間

｢めじゃー青森｣

発信事業費

23,676 県産品の総合イメージの強化や認知度向上に

より､ 東北新幹線全線開業効果を持続的に獲得

するため､ 首都圏及び県内においてキャンペー

ン活動を展開するのに要する経費

�首都圏におけるあおもり食の魅力キャンペー

ン展開事業費 9,919

�県内におけるあおもり食の魅力キャンペー

ン展開事業費 13,757

青森の食産業を支

える ｢儲かる農業｣

実証事業費

22,578 生産者の収益性の向上につながる新たな流通・

販売体制の構築を図るための産地と外食・中食

企業とのマッチング､ 新たな物流システムモデ

ルの構築等に要する経費

青森県産品戦略的

販売促進事業費

(新規)

37,000

� ブランド化

促進モデル創

出事業費

22,000 県産品の知名度向上と販売促進を図るため､

素材・製品ごとのポジショニング分析を通じて､

既存製品のブラッシュアップ､ 高品質ブランド

モデルの創出を行い､ 首都圏メディアやバイヤー

に情報発信するのに要する経費
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� 戦略的新規

販路開拓事業

費

10,000 販売チャネルの多様化等の環境変化に対応す

るため､ これまで構築してきた大手量販店との

ネットワークの活用に加え､ 新規販売ルートの

開拓､ ネット販売市場への参入を支援するのに

要する経費

�国内量販店等販売強化事業費 6,000

�ネット販売参入支援事業費 4,000

� 地産地消応

援キャンペー

ン事業費

5,000 地元農林水産物の地産地消をより一層推進す

るため､ 小売店やコンビニエンスストアの協力

の下､ 地産地消応援キャンペーンを実施するの

に要する経費

県産農水畜産物消

費宣伝躍進事業費

64,381 県産農水畜産物の更なるブランド力の向上､

消費拡大を図るため､ 関係団体の企画力・斬新

性に富んだ手法を引き出し､ 消費者視点に立っ

た新たな消費宣伝活動を支援するのに要する経

費

�県産農水畜産物消費宣伝躍進事業費補助

64,125

補助金交付先 各農水畜産団体

補 助 率 １
３

�県推進事務費 256

あおもりの食の信

頼確保推進事業費

(新規)

5,177 本県における食の安全・安心を確保するため､

事業者に対する指導・監視体制の強化と消費者

の食に関する正しい知識の理解促進を図るとと

もに､ 平成23年７月から米穀事業者に義務付け

られる産地情報の適正表示に係る指導等を行う

のに要する経費

�あおもりの食の信頼確保推進事業費 881

� ｢食の適正表示｣ 徹底対策事業費 2,627

�米トレーサビリティ普及促進事業費 1,669

｢日本一健康な土

づくり運動｣ ブラッ

シュアップ事業費

(新規)

7,487 ｢日本一健康な土づくり運動｣ を加速させる

ため､ 各種取組の推進に加え､ これまでの取組

実績・成果の検証を踏まえた新推進プランを作

成するのに要する経費
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�県推進事業費 5,687

事 業 内 容 土壌診断､ ＧＡＰ手法

導入拡大指導､ ＩＰＭ

実践指標の活用促進､

推進大会開催､ 新推進

プラン作成等

�あおもり農産物安全・安心確保対策事業費

補助 1,800

補助金交付先 農協等

補 助 率 １
２ (国１２)

補助対象経費 ＧＡＰ手法導入経費

日本一健康な土づ

くり農産物情報発

信事業費

10,453 県産農産物の評価向上による販売拡大を図る

ため､ 日本一健康な土づくりによる生産物の優

位性について､ 消費者に対して効果的に情報発

信するのに要する経費

�土づくり効果で攻める情報発信事業費

8,953

事 業 内 容 優位性データの発掘､

トップセールス等によ

るＰＲ活動､ 野菜ソム

リエによる土づくり農

産物評価会の開催等

�日本一健康な土づくり農産物情報発信事業

費補助 1,500

補助金交付先 生産者団体等

補 助 率 １
３

有機農業等取組拡

大事業費

2,283 有機農業等の取組拡大を図るため､ 有機栽培

等技術の普及・情報発信､ 有機農産物等の取引

推進に向けた商談会の開催､ 販売組織モデルの

育成等に要する経費

あおもり型わら焼

きゼロシステム確

立事業費 (新規)

54,500 稲わらの有効活用と焼却防止対策を推進する

ため､ 農家の意識改革や稲わら需要の新規開拓

等を進めるほか､ 持続可能な地域主体型 ｢稲わ

ら有効利用システム｣ を構築するのに要する経

費
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�あおもり型わら焼きゼロシステム確立事業

費 1,420

�稲わら流通システム構築事業費補助 600

補助金交付先 県畜産農業協同組合連

合会

補 助 率 １
２

�地域提案型稲わら有効利用システム確立事

業費補助 7,000

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
３

�わら焼きシャットアウト大作戦サポート事

業費 42,500

�稲わら流通コーディネーター育成事業費

2,980

農協経営基盤強化

総合対策資金貸付

金

6,500,000 農協合併を促進するため､ 合併農協の不良資

産等の償却に要する資金の助成制度を実施する

ための貸付金

貸 付 先 県農業協同組合中央会

貸付利率 0.1％

貸付期間 １年間

あおもりハイテク

施設園芸インター

ンシップ事業費

(新規)

96,450 寒冷地型施設園芸の担い手を育成するため､

施設園芸への就農を目指す者を対象として､ 実

践プラン策定のための事前研修､ 先進農家にお

けるＯＪＴ研修､ 集中講座等を行うのに要する

経費

若手農業トップラ

ンナー育成強化事

業費

2,853 ｢攻めの農林水産業｣ を担う経営者・地域リー

ダーとして育成した若手農業トップランナーの

活動を支援し､ 新たなトップランナーの育成に

向けた体制づくりを推進するのに要する経費

事業内容 トップランナー塾生のネット

ワーク活動の支援､ 地元青年

会議所会員等との交流会等の

開催､ 次代トップランナーの

育成に向けた出前講座・共同

プロジェクトの実施等
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農業ビジネス若手

起業家養成事業費

(新規)

2,980 若手農業起業家を養成するため､ 営農大学校

と八戸大学の連携による商品開発等の共同プロ

ジェクトやマーケティング活動等を実践するの

に要する経費

青森県グリーン・

ツーリズム新戦略

推進事業費(新規)

2,928 東北新幹線全線開業効果による農林漁家所得

の向上や地域の活性化を図るため､ 家族客・外

国人旅行客向けの滞在プランやグリーンツーリ

ズム実践者向けの経営モデルの開発等に要する

経費

中山間地域等直接

支払交付金交付事

業費

717,013 中山間地域等の農業・農村の有する多面的機

能を確保するため､ 中山間地域等において農業

生産活動を行う農業者等に対し直接支払事業を

行う市町村に対する交付金の交付等に要する経

費

直接支払対象地域

国設定地域 (地域振興４法指定地域) 及

び県特認地域

対象農用地

急傾斜地､ 小区画・不整形な水田､ 緩傾

斜地等

�中山間地域等直接支払交付金 708,909

交付金交付先 市町村

交付対象面積 17,949ha

負 担 割 合

国設定地域 国１２､ 県
１
４､ 市町村

１
４

県特認地域 国１３､ 県
１
３､ 市町村

１
３

�市町村推進事務費補助 7,495

�県推進事務費 609

農業法人経営体質

強化支援事業費

(新規)

1,000 意欲のある農業法人を新たに農産加工の取組

みに誘導するため､ 優良法人講演会､ 経営管理

研修会等を開催するのに要する経費

攻めの地域営農企

業化戦略推進事業

費

2,983 集落営農組織の法人化・企業化の促進と農業

就業人口の減少に対応できる地域営農システム

を構築するため､ ｢攻めの地域営農企業化戦略｣

に基づく企業化活動の普及・定着の推進等に要

する経費
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事業内容 地域営農企業化支援チームに

よる支援活動､ 事例集作成､

企業化推進セミナーの開催等

遊休農地いきいき

事業費

17,900 市町村域を越えての農地の有効利用や耕作放

棄地の再生利用を推進するための､ 農地の受け

手と出し手のマッチング､ 受け手に対する重点

的な営農指導等の実施に要する経費

�耕作放棄地まとめて解消促進事業費 (新規)

1,609

�耕作放棄地活用促進情報発信事業費 3,025

�耕作放棄地緊急解消事業費 13,266

県産もち米流通・

加工促進事業費

(新規)

3,100 加工適性に優れたもち新品種 ｢あかりもち｣

の生産振興を図るため､ 加工新商品の開発や県

内外への販路開拓を支援するのに要する経費

�県産もち米流通・加工促進事業費補助

2,400

補助金交付先 市町村

事業実施主体 農業生産法人等

補 助 率 １
４

�県産もち米流通・加工促進事業費 700

活力ある米づくり

総合支援事業費

(新規)

3,371 全国的な消費減少や米価下落による産地間競

争に対応するため､ 気象変動に対応した品質安

定化技術の推進及び省力・低コスト生産に有効

な直播栽培の拡大に向けた生産体制の整備に対

する支援に要する経費

�活力ある米づくり総合支援事業費補助

1,900

補助金交付先 市町村

事業実施主体 集落営農組織等

補 助 率 １
４

�活力ある米づくり総合支援事業費 1,471

｢こだわりの米｣

生産・販売強化事

業費 (新規)

4,150 米価の下落傾向の中にあって農家所得を確保

するため､ 良食味・高品質米の生産技術に基づ

き地域独自の付加価値ある米づくりを支援する

のに要する経費
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� ｢こだわりの米｣ 生産・販売強化事業費補

助 3,450

補助金交付先 市町村

事業実施主体 農業生産法人等

補 助 率 １
３､

１
４

� ｢こだわりの米｣ 生産・販売強化事業費

700

戸別所得補償制度

推進事業費(新規)

187,776 農業者戸別所得補償制度を推進するため､ 市

町村への指導や対象作物の生産数量目標の管理

及び市町村等が行う要件確認事務等に対する支

援に要する経費

�戸別所得補償制度推進事業費補助 183,146

補助金交付先 市町村､ 県農業再生協

議会

補 助 率 10
10 (国

10
10)

�県推進事業費 4,630

あおもりの新たな

水田農業モデル実

証事業費

11,574 飼料用米や米粉用米の生産振興を図るため､

流通ルート確立に向けた利活用協議会及びフォー

ラムの開催､ 生産から流通・販売までの一連の

システムをモデル的に実証する取組みに対する

支援に要する経費

�あおもりの新たな水田農業モデル実証事業

費補助 10,000

補助金交付先 任意協議会

補 助 率 １
３

�県推進事業費 1,574

にんにく生産基盤

強化対策事業費

(新規)

13,370 高品質のにんにくを安定的に生産供給するた

め､ 優良種苗の低コスト供給体制の構築､ 新た

な病害虫防除対策の確立等に要する経費

�にんにく生産基盤強化対策事業費補助

11,072

補助金交付先 全農県本部等

補 助 率 １
３

�にんにく生産基盤強化対策事業費 2,298
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｢冬の農業｣ 省エ

ネ施設等整備事業

費補助

9,680 県産冬野菜の供給拡大を図るため､ 省エネル

ギー型の生産体制の整備に要する経費に対する

補助

補助金交付先 市町村

事業実施主体 営農集団､ 認定農業者等

補 助 率 １
４

マーケティング重

視型 ｢冬の農業｣

チャレンジ事業費

補助

1,860 県産野菜のシェア拡大を図るため､ 販売重視

の新たな ｢冬の農業｣ の実践に向けた取組みに

要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村､ 農協等

補 助 率 １
３

儲かる ｢冬の農業｣

実践モデル事業費

1,489 ｢冬の農業｣ 実践者の育成と生産・出荷体制

の強化による産地拡大を図るため､ 農協等が市

場と連携して実施する ｢冬の農業｣ 実践農場の

開設及び計画出荷に向けた生産から流通・販売

までの実践研修に対する支援等に要する経費

�儲かる ｢冬の農業｣ 実践モデル事業費補助

1,200

補助金交付先 農協等

補 助 率 １
３

�県推進事業費 289

特産果樹産地育成・

ブランド確立事業

費 (新規)

14,521 特産果樹新興産地のブランド化を推進するた

め､ 果樹産地体制の整備に対する支援等に要す

る経費

�特産果樹産地育成・ブランド確立事業費補

助 14,299

補助金交付先 市町村

事業実施主体 営農集団､ 認定農業者

等

補 助 率 １
２､

１
３､

１
４

�県推進事業費 222

青森県りんご経営

安定対策事業費

(新規)

478,963 りんご産業の維持を目指した緊急需給調整対

策及び経営安定対策に要する経費
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� 緊急需給調

整特別対策事

業費補助

13,005 ９月から翌年１月の期間において､ りんごの

在庫量が一定基準を上回った場合等に､ りんご

の価格浮揚を図るための緊急需給調整特別対策

事業の実施に要する基金の造成に要する経費に

対する補助

補助金交付先 �県青果物価格安定基金

協会

補 助 率 25％ (ほかに国50％､ 商

協連25％､ 全農県本部25

％)

� りんご緊急

需給調整対策

事業費

38,822 ２月から３月の期間において､ りんごの在庫

量が一定基準を上回った場合等に､ りんごの価

格浮揚を図るためのりんご緊急需給調整対策事

業の実施に要する基金の造成に対する支援等に

要する経費

�りんご緊急需給調整対策事業費補助 38,500

補助金交付先 �県青果物価格安定基

金協会

補 助 率 35％ (ほかに市町村15

％､ 商協連25％､ 全農

県本部25％)

�県推進事務費 322

� りんご経営

安定対策事業

費

427,136 りんごの価格が大幅に下落した際に､ 生産者

に対して次年度の再生産費用の一部を交付する

ための基金の造成に対する支援等に要する経費

�りんご経営安定対策事業費補助 427,046

補助金交付先 �県青果物価格安定基

金協会

補 助 率 35％ (ほかに市町村15

％)

�県推進事務費 90

青森りんごまるご

と発信事業費

1,000 本県産りんごの消費拡大を図るため､ 民間主

導による効率的・継続的な青森りんごの食育学

習活動の実践体制を構築するのに要する経費

事業内容 青森りんごマスター育成研修

会の開催､ 指導マニュアルの

作成等
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まるごとアップル

加工ビジネス推進

事業費 (新規)

18,000 本県りんご加工製品のマーケット拡大を図る

ため､ ストレートジュースに次ぐ収益性の高い

ブランド製品の販売拡大と新たな加工ビジネス

を創出するのに要する経費

事業内容 りんごシードルフォーラム及

びシードルづくり研修会の開

催､ ストレートジュース及び

シードルの西日本等での宣伝

活動､ 実用化に向けたりんご

セラミド含有量の分析及び安

全性解明の研究等

エリート牛群リス

トアップ酪農基盤

強化事業費

1,550 乳牛の泌乳能力向上による酪農農家の経営の

安定化を図るため､ 泌乳能力検定に関するセミ

ナー・研修会の開催及び高能力雌牛の後継牛作

出に対する支援等に要する経費

�県推進事業費 1,150

�エリート牛群リストアップ酪農基盤強化事

業費補助 400

補助金交付先 全農県本部

補 助 率 １
３

あおもり特産畜産

物の生産・販売強

化事業費

5,410 本県の特産畜産物である青森シャモロック及

び短角牛の生産・販売体制を強化するため､ 低

利用部位の取引促進に向けた加工品・メニュー

開発､ 飼料用米を用いたシャモロックの高付加

価値生産技術の確立及び短角牛の生産・出荷時

期の調整に対する支援等に要する経費

�あおもり特産畜産物生産・販売強化事業費

4,410

�日本短角種産地拡大支援事業費補助 1,000

補助金交付先 農協

補 助 率 １
３

全国和牛オリンピッ

ク対策強化事業費

(新規)

2,513

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

6,000

平成24年度に長崎県で開催される全国和牛能

力共進会を契機に本県の次代を担う種雄牛の知

名度向上を図るための出品に向けた体制づくり

等に要する経費
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あおもり食産業を

守る獣医師確保緊

急対策事業費

6,015 県の獣医師職員不足に対処するため､ 修学資

金の給付､ 獣医学生等を対象としたインターン

シップ・交流､ 研修環境の充実等の総合的な獣

医師確保対策に要する経費

�あおもりの獣医師を育てる緊急対策事業費

3,740

・産業動物獣医師修学資金給付事業負担金

2,040

負担金交付先 �中央畜産会

負 担 率 １
２

給 付 対 象 者 獣医系大学に在籍す

る６年生

給付対象人員 ３人

・獣医師育成対策事業費 1,700

�安全で健康な家畜確保研修事業費 1,170

�安全な研修環境確保事業費 729

�獣医師確保対策会議開催費 376

森林整備地域活動

支援事業費

49,668 森林の持つ多面的機能を維持・向上させるた

め､ 森林所有者等による森林施業の提案・集約

化に必要な地域活動を支援する市町村に対する

交付金の交付及び基金の造成等に要する経費

�森林整備地域活動支援交付金基金積立金

213

�森林整備地域活動支援交付金 48,719

交付金交付先 市町村

交 付 対 象 者 森林所有者等

交付対象面積 12,992ha

交 付 額 １年度当たり5,000円／ha

負 担 割 合 国１２､ 県
１
４ (ほかに市

町村１４)

�森林整備地域活動支援推進事業費補助 574

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２ (国１２)

�県推進事務費 162
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森林カーボン・オ

フセット確立事業

費

2,710 間伐等の森林整備や県民参加型の森林づくり

を推進するため､ Ｊ－ＶＥＲ (オフセット・ク

レジット) 制度を活用した県有林の間伐による

二酸化炭素蓄積量のクレジット化に取り組むと

ともに､ 二酸化炭素吸収量の ｢見える化｣ を図

り､ 企業・住民が積極的な森林づくりに参加で

きる仕組みを構築するのに要する経費

�Ｊ－ＶＥＲ制度活用モデル事業費 2,247

�青森県森林ＣＯ２吸収認証制度創設事業費

213

�青い森の町内会ＰＲ活動事業費 250

森林整備加速化・

林業再生事業費

824,094 森林整備の加速化及び森林資源を活用した林

業・木材産業等の再生を図るための取組みに対

する支援及び基金の造成等に要する経費

�森林整備加速化・林業再生基金積立金

1,095

�森林整備加速化・林業再生事業費補助

814,239

補助金交付先 森林組合等

補 助 率 １
２､ 定額

補助対象経費 地域協議会運営費､ 間

伐経費､ 林内路網整備

費､ 高性能林業機械等

導入費､ 木造公共施設

等整備費､ 地域材利用

開発費等

�県営林作業道整備事業費 8,000

�県事務費 760

青森県産材販売促

進ステップアップ

事業費

20,086 県産材の利用促進を図るため､ 民間事業者に

よる県産材の情報提供体制の整備や県内販売促

進活動等に対する支援､ 県外における民間事業

者との連携による販路開拓活動､ 原木の集約化

による大量輸送システムの構築及び県内消費者

の地産地消の意識を高めるための普及啓発活動

に対する支援等に要する経費
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�県産材販売促進ステップアップ事業費

18,622

・県産材販売促進ステップアップ事業費補

助 3,000

補助金交付先 青森県産材認証推進

協議会

補 助 率 １
２､ 定額

・県外販売促進事業費 1,246

・大量輸送システム構築事業費 14,376

�県産材地産地消推進事業費 1,464

・県産材地産地消推進事業費補助 900

補助金交付先 地産地消情報誌編集

委員会

補 助 率 １
２

・県推進事業費 564

県産スギ需要拡大

緊急対策事業費

(電源三法交付金

活用事業)

147,475 県内木造住宅における県産材の利用促進を図

るため､ スギ等の認証県産材を使用して住宅の

新築・リフォームを行う施主を対象に､ 県産材

を使用した家具・建具等と交換できる ｢県産材

エコポイント｣ を発行する取組みに対する支援

及び建築費の一部を助成するのに要する経費

�県産スギ需要拡大緊急対策事業費補助

48,300

補助金交付先 青森県産材認証推進協

議会

補 助 率 定額

発 行 上 限 １施主当たり30ポイン

ト (１ポイント当たり

7,000円相当)

�森林整備加速化・林業再生事業費補助

96,000

補助金交付先 青森県産材認証推進協

議会

補 助 率 定額

補 助 限 度 額 １施主当たり30万円

�県産スギ需要拡大ＰＲ事業費 3,175
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

低炭素社会につな

ぐ木質バイオマス

利用拡大事業費

(新規)

3,100 木質バイオマスの利用拡大を図るため､ 木質

バイオマス燃料導入施設の普及拡大及び燃料コ

ストの低減化に要する経費

事業内容 木質バイオマスプランナー養

成､ 自治体施設への普及促進､

林地残材の原料化に向けた検

証､ 排出量取引システムの確

立に向けた協議会の開催等

攻めの木材加工施

設立地推進事業費

(新規)

5,100 県産原木の安定供給及び製材の県内生産拡大

を図るため､ 集成材等大型加工工場の立地プラ

ンの作成及び立地推進活動に要する経費

ナラ枯れ被害防止

対策事業費(新規)

4,000 深浦町内でナラ枯れ被害が確認されたことを

契機に､ 県内における被害の拡大防止・予防を

徹底するため､ 被害対策検討会の設置､ カシノ

ナガキクイムシの生息調査及び新たな被害が確

認された場合の被害木の伐倒・くん蒸等の防除

対策に要する経費

�ナラ枯れ被害防止対策事業費 1,000

�森林病害虫防除対策事業費 3,000

低コスト間伐実践

普及事業費

24,677 効率的かつ低コストな間伐モデルを普及し､

更なる間伐の促進を図るため､ 新たな作業シス

テムによる間伐の実践及び森林所有者への施業

提案等を行う技術者の養成に要する経費

ふるさと林道緊急

整備事業費

72,370

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

162,370

山村地域の振興と生活環境の改善を図るため､

地域が緊急に対応しなければならない課題に応

えて早急に行う必要がある林道の整備に要する

経費

ふるさと農道緊急

整備事業費

225,000

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

513,000

農村地域の振興と生活環境の改善を図るため､

地域が緊急に対応しなければならない課題に応

えて早急に行う必要がある農道の整備に要する

経費
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戦略作物生産拡大

関連基盤緊急整備

事業費 (新規)

500,000 農業者戸別所得補償制度に対応して戦略作物

の作付けを拡大するため､ 排水不良水田の解消

に向けた暗渠排水・排水路の整備に要する経費

農業生産基盤自立

的保全管理促進事

業費 (新規)

12,000 農業者戸別所得補償制度に対応して水田農業

の収益性を高めるため､ 地域の自主自立による

農業生産基盤の長寿命化と適切な機能発揮を推

進するのに要する経費

事業内容 農業水利施設等の維持補修技

術の検証・実践､ 機能低下原

因に応じた地下かんがいシス

テム等導入の基準づくり､ 生

産基盤更新に向けた事前積立

制度の検討等

農地・水・環境保

全向上対策事業費

358,785 農業用水路や農地などを地域全体で支えてい

く適正な保全管理手法や体制を確立するため､

農業用水路等の地域資源を保全する効果の高い

共同活動と化学肥料・化学合成農薬の使用を大

幅に低減する先進的な営農活動を支援するのに

要する経費

�農地・水・農村環境保全向上活動支援交付

金 327,696

交付金交付先 県農地・水・環境保全

向上対策地域協議会

交 付 率 定額 (ほかに国､ 市町

村定額)

�農地・水・農村環境保全向上活動推進交付

金 3,680

交付金交付先 市町村

交 付 率 10
10

�農地・水・農村環境保全向上活動推進事業

費 1,154

�農地・水保全管理向上活動支援交付金 (新

規) 15,000

交付金交付先 県農地・水・環境保全

向上対策地域協議会等

交 付 率 定額 (ほかに国､ 市町

村定額)
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

�農地・水・環境保全向上営農活動支援交付

金 10,570

交付金交付先 県農地・水・環境保全

向上対策地域協議会

交 付 率 定額 (ほかに国､ 市町

村定額)

�農地・水・環境保全向上営農活動推進交付

金 357

交付金交付先 市町村

交 付 率 10
10

�農地・水・環境保全向上対策営農活動支援

事業費 328

陸奥湾ほたてがい

高水温被害対策関

連経費

337,527

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

353,447

平成22年夏の高水温により被害を受けた陸奥

湾ほたてがい産業の早期回復を図るのに要する

経費

� ほたてがい

複合加工確立

緊急支援事業

費 (新規)

(電源三法交

付金活用事業)

89,500 ほたてがい加工産業の振興と雇用維持を図る

ため､ 加工原料の確保及び複合加工体制の確立

に向けた取組みに対する支援等に要する経費

�ほたてがい加工原料確保事業費補助 83,400

補助金交付先 ほたてがい加工関連の

協同組合等

補 助 率 １
２

�ほたてがい複合加工支援事業費補助 6,000

補助金交付先 ほたてがい加工業者

補 助 率 １
２

�県推進事務費 100

� ほたてがい

高水温被害回

避対策事業費

(新規)

3,380

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

19,300

陸奥湾ほたてがい養殖業の経営安定を図るた

め､ 高水温被害の軽減対策として養殖場内の水

温・潮流の推定方法の確立や高水温に対応した

養殖手法の開発等を行うのに要する経費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

� 陸奥湾養殖

業ステップアッ

プ事業費

(新規)

8,220 陸奥湾ほたてがい養殖業の経営安定を図るた

め､ 高精度で貝毒発生予測が可能なモニタリン

グ手法の開発等を行うとともに､ 県産まぼやの

人工種苗量産実証等を実施することにより複合

養殖を推進するのに要する経費

� ほたてがい

産業高水温対

策推進事業費

2,500 高水温に対応した陸奥湾ほたてがい産業の構

築を図るため､ 生産及び加工の両面から総合的

な対策を検討する専門家委員会の開催等に要す

る経費

� ほたてがい

関連緊急雇用

総合対策事業

費

233,927 高水温被害を受けた陸奥湾ほたてがい養殖業

に携わる漁業関係者等の雇用機会の創出を図る

のに要する経費

�陸奥湾ほたてがい早期再生バックアップ事

業費 81,384

�ほたて貝殻利活用緊急対策事業費 20,388

�漁港・海岸清掃事業費 (新規) 39,785

�漁業者による貝殻を活用した漁場づくり推

進事業費 (新規) 51,155

�陸奥湾ほたてがい漁場環境改善事業費 (新

規) 41,215

漁協系統信用秩序

維持安定対策事業

費

4,512,679 本県漁協系統の信用秩序の維持安定を図るた

め､ 県信用漁業協同組合連合会の経営改善の取

組みを支援するのに要する経費

�漁協系統信用秩序維持安定対策事業資金利

子補給費補助 12,679

補助金交付先 �県漁協経営安定対策

協会

補 助 率 10
10

�漁協系統信用秩序維持安定対策事業貸付金

4,500,000

貸 付 先 �県漁協経営安定対策

協会

貸 付 利 率 無利子

貸 付 期 間 １年間
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

新ステージの漁村

を担う人財啓発事

業費 (新規)

2,160 漁業者､ 漁協職員の競争力・企業感覚を養成

し､ 将来の漁村の地域力向上を図るため､ ｢浜

のマネージャー養成塾｣ を開催するとともに､

地域の課題等について漁協のトップからヒアリ

ングをするのに要する経費

資源管理・漁業所

得補償対策推進事

業費 (新規)

19,747 平成23年度から導入される国の漁業所得補償

対策を円滑に活用するため､ 対策推進員を設置

し､ 資源管理計画の実施状況の確認等を行うの

に要する経費

県産金あゆによる

白神水系あゆの里

づくり推進事業費

(新規)

4,440 全国的に評価が高い県産金あゆによる観光力

強化と産業振興を図るため､ 地域関係者による

天然あゆの供給体制整備､ 釣りイベントの開催､

白神水系での試験放流等の実施に要する経費

八戸高鮮度さば活

用新商品開発事業

費 (新規)

2,346 本県さばの高品質安定供給と高鮮度特性を活

かした新たな商品開発・ブランド化を推進する

ため､ 関係団体と連携し､ 品質保持試験､ 用途

開発､ 技術普及等を実施するのに要する経費

あおもりのさかな

生産強化対策事業

費

11,672 漁獲量が全国でトップレベルにある本県の主

要魚介類の生産・供給体制､ 資源対策の強化を

図るのに要する経費

�青森ほたて生産・販売実証事業費 1,732

�日本海さくらます資源再生事業費 2,700

�ゆるぎないなまこ主産地形成事業費 7,240

日本海モデル水産

加工業構築事業費

1,300 日本海沿岸地域における水産加工業の振興と

漁家経営の安定を図るため､ 地域の未利用魚種

の高付加価値化に向けた加工品の開発､ 技術支

援に要する経費

あおもりの水産資

源を育む干潟・藻

場環境づくり推進

事業費

8,440 本県沿岸地域における健全な水循環の確保と

水産物の安定供給を図るため､ 水質浄化機能や

水産物の育成場・生息場としての機能を有する

干潟・藻場の基礎生産力を高める方策の検討・

調査に要する経費
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水産物荷さばき施

設等衛生高度化推

進事業費 (新規)

3,324 水産物産地生産体制の衛生高度化及び販売体

制の強化を図るため､ 意欲ある地区の取組みを

支援するとともに､ 荷さばき施設の衛生管理や

販売体制についての調査・検討等を行うのに要

する経費

�衛生高度化推進事業費補助 1,000

補助金交付先 漁協､ 漁業者等

補 助 率 １
２

�県推進事業費 2,324

商工労働部

農林水産部

エネルギー

総合対策局

地方独立行政法人

青森県産業技術セ

ンター運営費

4,246,291 平成21年４月１日に工業系及び農林水産系の

試験研究機関を統合し設立した青森県産業技術

センターの運営に要する経費

�運営費交付金 3,593,182

�研究費交付金 389,040

・基本計画推進重点枠分 85,501

・基本計画推進重点枠以外分 303,539

交付金の考え方 人件費＋物件費－収入

＋特別経費

�法人固有職員及び県派遣職員共済費

264,069

農林水産部

教育委員会

未来へ伝えるあお

もりの食推進事業

費

43,494

� 笑顔をつく

るあおもり食

育県民運動推

進事業費

(新規)

2,490 食育推進計画の推進と民間による食育啓発の

取組みの促進を図るため､ 食育指導者研修会や

あおもり食育検定の実施､ 市町村等の食育活動

に対する支援等に要する経費

�食事バランスガイド普及推進事業費補助

1,000

補助金交付先 市町村等

補 助 率 １
２ (国１２)

�県推進事務費 1,490

� みんなで進

める子どもの

食育応援事業

費

3,883 食育サポーターを活用した地域に根ざした食

育活動を展開するとともに､ 民間団体が中心と

なった広域的な食育活動を推進するのに要する

経費
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� あおもり食

育コンシェル

ジュ派遣事業

費

22,147 地域ぐるみの食育活動を推進するため設置す

る ｢あおもり食育コンシェルジュ｣ の活動に要

する経費

� 地産地消で

つくる笑顔の

給食拡大事業

費

5,800 学校給食における地産地消率の向上を図るた

め､ 学校給食関係者､ 生産者､ 加工・流通業者

等が連携し､ 県産食材の学校給食への安定供給

体制を構築するのに要する経費

�県産食材学校給食マッチング事業費 1,572

�産直・給食タイアップ事業費 1,437

�米粉等給食向け加工品開発事業費 2,791

� 地産穀物パ

ワーアップ推

進事業費

1,114 県産穀物の地産地消を推進するため､ 学校給

食向けパン用小麦の安定供給に向けた種苗供給

体制の整備及び産直施設向けの大豆・小麦・米

粉を活用した新たな加工品の開発に要する経費

� 学校におけ

る地場産物活

用推進事業費

8,060 学校給食への地場産物の活用及び食育の推進

を図るため､ 米飯給食・地場産物活用推進委員

会の設置､ 高校生食育マイスターの認定・活用､

食育実践モデル地域における先進的な取組み等

に要する経費

県土整備部 県費単独道路事業

費

7,612,875

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

8,962,875

� 橋梁補修対

策費

601,969 橋梁の長寿命化及び効率的な維持管理を推進

するため､ 平成17年度に構築した橋梁アセット

マネジメントシステムによる計画的な補修工事

等の実施に要する経費

(公共事業費等対応額 1,358,103)

(公共事業費等対応額を含む合計額

1,960,072)

� 市町村合併

支援道路整備

事業費

201,500 合併重点支援地域等における中心市街地や公

共施設等の拠点を連絡する道路､ 橋梁等の整備

に要する経費
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� 地方特定道

路整備事業費

854,100 地域の課題に応えるため､ 早急に整備する必

要がある道路について､ 単独事業と補助事業と

を効果的に組み合わせて整備するのに要する経

費

�道路事業費 (16路線) 334,000

�街路事業費 (７路線) 520,100

� 一般単独事

業費

5,955,306 道路建設改良費 178,000

橋梁架替費 249,000

道路維持補修費 285,150

舗装道維持修繕費 2,462,000

災害防除費 693,000

建設機械整備費 255,419

道路環境美化対策費 86,254

道路交通安全対策費 905,000

防雪費 572,683

一般除雪費 220,000

東八甲田ルート除雪費 33,800

凍上対策費 15,000

県費単独河川砂防

事業費

2,977,865

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

3,527,865

河川維持工事費 954,840

河川改良工事費 450,000

砂防維持工事費 28,956

砂防整備費 778,000

急傾斜地対策費 323,000

海岸維持工事費 443,069

県費単独港湾事業

費

333,025

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

393,025

港湾維持工事費 243,025

港湾施設整備費 90,000

建設産業再生・活

性化関連事業費

17,260

� 建設産業再

生・活性化促

進事業費

1,436 新分野進出連絡会議等による建設企業の新分

野進出支援及び本県建設産業における取組状況

等の現況調査に要する経費
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� 建設産業異

業種連携強化

事業費(新規)

15,824 県内建設企業が取り組む異業種との連携強化

等による新分野進出ビジネスモデルの研究・実

践等に要する経費

事業内容 フランチャイズビジネス導入

可能性の検討､ アドバイザー

派遣､ ビジネスモデルの調査・

研究支援､ 民間資金活用イン

フラ整備の可能性基礎調査

設計ＶＥ実践支援

事業費

3,500 公共工事の品質確保・コスト縮減に向けたＶ

Ｅ (バリュー・エンジニアリング) 手法を効率

的に実践できる体制を構築するのに要する経費

ふるさとの森と川

と海の保全及び創

造推進事業費

6,474 ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関す

る条例の施行に要する経費

�ふるさと環境守人設置費 3,556

�ふるさとの水辺サポーター制度等推進費

2,918

まるごとまちごと

ハザードマップ推

進事業費 (新規)

6,380 洪水や津波による想定浸水深を表す標識を設

置し､ 洪水・津波災害に対する防災意識を醸成

するのに要する経費

八戸港荷役機械整

備事業費 (新規)

(港湾整備事業特

別会計)

31,019 八戸港八太郎２号埠頭において老朽化したコ

ンテナクレーンを更新するための詳細設計に要

する経費

青森空港化学消防

車購入費

257,796 青森空港の消防力の向上を図るため､ 化学消

防車を購入するのに要する経費

青森空港経営改善

推進事業費(新規)

8,700 青森空港の更なる利用促進と効率的な経営体

質への転換を図るための各種調査や経営改善方

針の策定に要する経費

青い森セントラル

パーク低炭素型モ

デルタウン普及促

進事業費 (新規)

17,825 青い森セントラルパーク低炭素型モデルタウ

ン構想の実現に向け､ 本県の取組みを広くＰＲ

するとともに､ 産学官との連携による実証研究

体制や既成市街地への展開方策を検討するのに

要する経費
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新青森県総合運動

公園整備事業費

248,910 新青森県総合運動公園の整備に要する経費

事業内容

園路・広場工､ 球技場工､ 遺跡区域詳細

設計等

事業区分

一般公共事業費 208,153

県費単独事業費 40,757

県営住宅あんしん

見守り体制推進事

業費 (新規)

3,100 県営住宅の高齢入居者に対する地域の見守り

体制を構築するための研究会の開催等に要する

経費

県営住宅費 755,961 建替 青森市 平 和 台 団 地 (共同施設設計)

改善 青森市 桜 川 団 地 (56戸)

戸山第１団地 (共同施設)

戸山第３団地 (213戸)

弘前市 城 西 団 地 (57戸他)

小 沢 団 地 (128戸)

小沢第２団地 (96戸)

城 東 団 地 (96戸)

宮 園 団 地 (112戸)

宮園第２団地 (68戸他)

茂 森 団 地 (66戸)

八戸市 河 原 木 団 地 (222戸他)

是 川 団 地 (共同施設)

優良建築物等整備

事業費補助(新規)

61,400 優良建築物等整備事業に要する経費に対する

補助

対 象 地 区 中新町ウエスト地区及び

中新町センター地区

補助金交付先 青森市

補 助 率 １
10 (ほかに国

１
３)

住宅耐震診断推進

費補助

3,900 地震による建築物崩壊被害を防ぐため､ 市町

村が実施する昭和56年５月以前に建築された住

宅の耐震診断事業に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
４ (ほかに国１２)

すまいの循環・リ

ユース推進事業費

(新規)

5,160 県民の安心・快適な住環境づくりと既存住宅

流通市場の活性化を図るため､ 関係団体等と連

携して行う消費者向けの住宅取得に関する知識

の普及啓発等に要する経費
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既存住宅ストック

性能向上緊急促進

事業費補助(新規)

125,100 耐久性が高く良質な住宅ストックの形成と県

内の住宅リフォーム需要の拡大を図るため､ 県

内在住の住宅所有者等が行う既存住宅の性能向

上に資する改修工事等に要する経費に対する補

助

補 助 率 １
10

補 助 限 度 額 150 (ただし､ 耐震改修

を伴う場合は300)

補助対象経費 省エネルギー､ バリアフ

リー､ 克雪対策及び耐震

改修を伴う総額50万円以

上の工事費､ 工事に係る

瑕疵担保保険料等

東北新幹線建設対

策費

1,333,527 東北新幹線鉄道整備事業費負担金 1,333,333

工事対策費 194

北海道新幹線建設

対策費

13,816,918 北海道新幹線鉄道整備事業費負担金 13,815,912

工事対策費 1,006

企画政策部

健康福祉部

商工労働部

農林水産部

県土整備部

エネルギー

総合対策局

教育委員会

電源三法交付金関

連経費

13,538,385

電源三法

交付金活

用額

12,724,661

� 電源立地地

域対策費補助

8,327,403

電源三法

交付金活

用額

8,327,403

電源地域の振興に資するため､ 発電用施設等

の周辺市町村が行う公共施設の整備等に要する

経費に対する補助

�原子力発電施設等分 5,755,395

補助金交付先 三沢市ほか14市町村

�水力・火力発電施設分 128,990

補助金交付先 青森市ほか10市町村

�原子力立地給付金分 2,443,018

補助金交付先 �電源地域振興セン

ター

� 原子力発電

施設等周辺地

域企業立地支

援事業費補助

401,155

電源三法

交付金活

用額

401,155

原子力発電施設等立地地域に新たに立地又は

増設を行った企業の電気料金に対する補助

対象地域 三沢市ほか14市町村
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� 核燃料サイ

クル対策費補

助

73,013

電源三法

交付金活

用額

73,013

核燃料サイクル施設の立地地域又はプルサー

マルの実施地域等の振興に資するため､ 施設の

立地及び周辺市町村が行う公共施設の整備等に

要する経費に対する補助

対 象 施 設 使用済燃料中間貯蔵施設､

ＭＯＸ燃料加工施設､ 大

間原子力発電所

補助金交付先 三沢市ほか４町村

� 県実施事業

分

4,736,814

電源三法

交付金活

用額

3,923,090

発電用施設等の立地・周辺地域はもとより､

広く県全体の振興を図るため､ 産業・雇用､ 医

療・福祉､ 人材育成など､ 本県の実情を踏まえ

た地域振興の推進に要する経費

原子力関連業

務参入・マル

チサポート事

業費 (新規)

19,965

電源三法

交付金活

用額

19,965

県内企業の原子力関連業務への参入を促進し

雇用の創出・拡大を図るため､ メンテナンス業

務に係る技術研修を実施するとともに､ マッチ

ングフェアの開催や原子力技術コーディネーター

による営業活動支援を行うのに要する経費

国際核融合拠

点教育環境整

備事業費

98,700

電源三法

交付金活

用額

98,700

国際熱核融合実験炉 (ＩＴＥＲ) 計画と並行

して取り組まれる ｢幅広いアプローチ｣ の一環

として､ 六ケ所村においてＥＵとの国際共同に

よる研究活動が展開されることに伴い､ 国際研

究拠点にふさわしい教育環境を整備するのに要

する経費

その他県実施

事業費

4,618,149

電源三法

交付金活

用額

3,804,425

新規事業分

�大間・函館航路新船建造費補助 (再掲)

250,000

�西北五地域保健医療圏自治体病院機能再編

整備費補助 (再掲) 200,000

�ほたてがい複合加工確立緊急支援事業費(再

掲) 89,500

継続事業分

�生活交通バス車両緊急整備事業費補助 (再

掲) 46,963

�弘前大学医学部入学生特別対策事業費 (再

掲) 73,603
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�がん診療連携拠点病院機能強化事業費 (再

掲) 47,000

�青森県産業立地促進費補助 (再掲) 284,006

�弘前高等技術専門校及び障害者職業訓練校

校舎建築事業費 (再掲) 601,328

�大型観光キャンペーン推進事業費 (再掲)

147,000

�県産スギ需要拡大緊急対策事業費 (再掲)

147,475

�里地里山・田園保全再生事業費 (再掲)

40,000

�道路建設改良費 (再掲) 100,000

�港湾施設整備費 (再掲) 90,000

�原子力施設広報・安全等対策費 55,000

�県立学校大規模改修費 (再掲) 63,424

�県立学校校舎等建築調査設計費 (再掲)

132,504

�県立学校校舎等建築費 (再掲) 5,978

発電用施設所在市町村等振興基金造成分

�弘前中央高校校舎改築事業費分 1,043,976

�五所川原工業高校校舎改築事業費分

1,200,000

�運用益積立分 392

エネルギー

総合対策局

むつ小川原開発地

域低炭素社会優位

性創出事業費

(新規)

6,396 低炭素社会政策におけるむつ小川原開発地域

の優位性を創出し産業の立地促進を図るため､

国等の政策と同地域が有する環境エネルギーポ

テンシャルを整理し､ 優位性創出案等を検討す

るのに要する経費

六ケ所低炭素社会

システム実証事業

費

3,433 国の電力系統安定化対策関連プロジェクトを

六ケ所村に誘致し､ 関連技術の地元企業への普

及を図るため､ 地元企業の新分野進出に向けた

検討会の開催及びフォーラムによる情報発信に

要する経費

エコタウン企業連

携強化事業費

2,455 エコタウン企業の連携強化による本県の産業

振興・雇用創出を図るため､ エコタウンアクショ

ンプランに掲げる各種プロジェクトの進捗管理､

フォローアップ､ 助言等を行うのに要する経費

― 85 ―



部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

地中熱利用普及拡

大事業費 (新規)

28,617 地中熱の利用促進及び関連産業の振興・雇用

の創出を図るため､ 地中熱利用システム普及拡

大委員会を開催し､ 本県に最適なシステム等に

ついて検討するとともに､ 展示会やセミナー等

により情報発信を行うのに要する経費

太陽光発電施設優

良施工・普及拡大

支援事業費(新規)

16,233 太陽光発電の普及拡大及び施工・販売事業者

の技術力向上を図るため､ 優良施工・販売研修

を実施するとともに､ 事例集の作成､ 相談窓口

の運営及び情報発信等を行うのに要する経費

中小規模施設向け

電力管理システム

研究開発事業費

(新規)

4,174 本県の環境・エネルギー産業の振興及び県内

企業の参入促進を図るため､ 中小規模施設向け

電力管理システムの研究及び製品開発を行うの

に要する経費

ＥＶ・ＰＨＶ関連

事業費 (新規)

16,000

� あおもりＥ

Ｖ・ＰＨＶ活

用産業振興事

業費

8,040 ＥＶ・ＰＨＶ関連分野における県内事業者の

事業化を促進するため､ 産学官で構成する研究

会によるビジネスモデルの検討､ 実現可能性調

査及びコーディネート等を実施するとともに､

その成果や最新事例等に関するフォーラムを開

催するのに要する経費

� 三八上北地

域産業連携型

ＥＶ導入推進

事業費

7,960 地域の特性を活かし地域産業と連携したＥＶ

の活用を図るため､ 改造ＥＶに関する製造技術

の習得や人材育成のための研修会を開催すると

ともに､ 農業分野における改造ＥＶのニーズ把

握及び普及啓発するのに要する経費

・三八地域県民局実施分 3,173

・上北地域県民局実施分 4,787

原子力関連試験研

究機関等立地対策

事業費

2,883,997 六ケ所村に原子力関連試験研究機関の集積を

図るため､ その一環として設立された�環境科

学技術研究所の立地支援に要する経費

�原子力関連試験研究機関等立地対策事業費

補助 1,443,425

補助金交付先 �環境科学技術研究所

補 助 率 定額

�排出放射性物質影響調査事業費 1,440,572

― 86 ―



部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

核融合研究開発拠

点形成推進事業費

10,692 ＩＴＥＲ計画と並行して取り組まれる ｢幅広

いアプローチ｣ のプロジェクトとして整備され

た ｢国際核融合エネルギー研究センター｣ を中

心とする研究拠点形成の推進等に要する経費

原子力産学官連携

拠点機能検討事業

費

13,500 大学や研究機関等の連携により原子力人材育

成・研究開発を推進するために策定した ｢青森

県原子力人材育成・研究開発推進構想｣ の具体

化に向け､ 研究開発や人材育成､ 管理運営手法

等について検討するための推進委員会及び検討

テーマ毎の部会の運営並びに気運醸成のための

セミナー等の開催に要する経費

警 察 本 部 交番・駐在所建築

事業費

70,165 老朽・狭隘化した交番・駐在所等の建替えに

要する経費

建築箇所 十和田署六戸駐在所

七戸署乙供駐在所

むつ警察署庁舎建

築事業費 (新規)

169,148 老朽・狭隘化したむつ警察署庁舎の移転新築

に要する経費

建 築 場 所 むつ市中央一丁目地内

建 築 内 容 鉄筋コンクリート造､ ３階

建

建 築 面 積 3,265.16㎡

全 体 計 画 平成23年度～24年度

全体事業費 1,164,232

暴力団排除推進事

業費 (新規)

2,000 県民生活の安全と平穏を確保するため､ 様々

な広報媒体を活用し､ 暴力団排除条例の趣旨を

周知するのに要する経費

被害者に優しい街

づくり事業費

2,573 社会全体で被害者を支える気運醸成を図るた

め､ 高校生・大学生などを対象とした被害者遺

族による講演会､ 被害者支援の調査研究､ 報告

会等の実施に要する経費

子どもと女性の安

全推進事業費

1,128 子どもや女性に対する声かけやストーカー行

為を抑止するため､ 県民意識調査に基づく防犯

安全講習会及び広報啓発等を行うのに要する経

費
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｢犯罪が起きにく

い青森県｣ 推進事

業費 (新規)

11,960 悪質犯罪への入口となる自転車盗､ 万引き等

の抑止を図るため､ 自転車盗多発地区及び公共

物損壊想定箇所における巡回活動を強化すると

ともに､ 地域住民､ 防犯ボランティア団体のネッ

トワーク強化等を図るのに要する経費

｢非行少年を生ま

ない青森県｣ 推進

事業費 (新規)

4,389 犯罪の低年齢化に対応し､ 非行少年を生まな

い青森県づくりを進めるため､ 学校や子ども会

等を通じ､ 子どもと保護者への犯罪に対する規

範意識の向上を図るとともに､ 非行防止リーダー

育成研修会を開催するのに要する経費

高齢者交通安全対

策費補助 (新規)

1,000 高齢者の交通事故防止を図るための反射材貼

付推進活動に要する経費に対する補助

補助金交付先 県交通安全母の会連合会

補 助 率 定額

長寿に挑戦交通安

全お達者事業費

1,659 高齢者の交通事故防止を図るため､ 参加・体

験型高齢者用交通安全教育体制の整備及び高齢

者交通安全リーダーの育成等に要する経費

次世代交通セーフ

ティネット推進事

業費 (新規)

3,140 若い世代の交通安全対策活動への参画を促し､

交通事故の抑止を図るため､ 交通マナーアップ

キャンペーン等による交通情報の発信を強化す

るとともに､ 次世代の交通安全リーダーを育成

するための研修会を開催するのに要する経費

交通安全施設整備

費

838,534

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

1,023,276

� 国庫補助事

業分

471,924 交通管制整備費 160,688

交通信号機改良費 188,518

交通信号機設置費 42,454

道路標示設置費 42,397

交通信号機移設費 6,660

調査費 6,862

交通信号機デザイン化事業費 8,586

交通信号機電源付加装置整備費 15,759
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� 県単独事業

分

366,610

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

551,352

交通信号機設置費 55,667

道路標識設置費 66,046

道路標示設置費 162,630

交通信号機等移設費 81,718

調査費 549

企画政策部

教育委員会

あおもりＪＯＭＯ

Ｎ世界遺産プロジェ

クト事業費

72,246 三内丸山遺跡をはじめとする ｢北海道・北東

北を中心とした縄文遺跡群｣ の世界遺産登録に

向け､ 世界遺産登録推薦書案の作成､ 国際的合

意形成の促進､ 気運醸成､ 縄文情報の戦略的な

ＰＲ､ 県内外における縄文体感イベント等を実

施するのに要する経費

�ＪＯＭＯＮ世界遺産プロジェクト推進事業

費 (新規) 23,054

�あおもりＪＯＭＯＮパワーアップ事業費

19,692

�縄文ムーブメント戦略プロモーション事業

費 29,500

健康福祉部

教育委員会

放課後子どもプラ

ン実施費

459,748 地域・社会全体で子どもを育成し､ 子育てを

支え合う環境づくりを推進するための総合的な

放課後対策の実施に要する経費

�放課後子どもプラン推進委員会及び指導者

研修事業費 1,416

�放課後子ども教室推進事業費補助 62,700

補助金交付先 市町村

補 助 率 ２
３ (国１３､ 県

１
３)

�放課後子どもプラン推進事業費補助

395,632

補助金交付先 市町村

補 助 率 ２
３ (国１３､ 県

１
３)

教育委員会 あおもりっ子育み

プラン21実施費

705,430 児童生徒一人ひとりに目の行き届いた教育を

実現するため､ 少人数学級編制等を行うのに要

する経費

・少人数学級編制

小学校１～３年生 (３年生は新規)

学級編制基準 33人以下

(学年１学級は学級分割せず非常勤

講師を配置)
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中学校１年生

学級編制基準 33人以下

(学年２学級以上)

・複式学級支援

小学校１年生を含む７～８人の複式学級

小学校２年生を含む15～16人の複式学級

非常勤講師を配置

高校教育改革第３

次実施計画推進事

業費

1,308 県立高等学校教育改革第３次実施計画を円滑

に実施するため､ 統合が予定されている学校の

教育活動の充実等について協議する統合準備委

員会の設置・運営等に要する経費

対象校 南部工業高校､ 八戸工業高校

医師を志す高校生

のためのメディカ

ル・サポート推進

事業費

21,074 医学部医学科への入学者増加を目的として､

県内３つの拠点校が中心となり､ 医学科進学を

目指す高校生の実力養成と教員の指導力向上等

を図るための学習プログラムを実施するのに要

する経費

教育相談体制整備

費

80,380

� スクールカ

ウンセラー配

置事業費

63,126 いじめ､ 不登校など児童生徒の問題行動等の

解決を図るため､ 中学校に臨床心理に関して高

度な専門的知識・経験を有するスクールカウン

セラーを配置するのに要する経費

配置校 40校

� 24時間電話

相談事業費

7,927 いじめ問題への早期対応､ 早期解決を図るた

め､ 夜間・休日を含む24時間体制で電話相談に

応じる相談員を配置するのに要する経費
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区 分 配置人員 金 額

小学校
少人数学
級編制等

１年生 25人 86,079

２年生 60人 178,887

３年生 58人 187,884

複式学級支援 16人 31,451

中学校 少人数学級編制 58人 221,129

合 計 217人 705,430
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� ハートケア

アドバイザー

配置事業費

3,020 いじめ､ 不登校など児童生徒の問題行動等の

解決を図るため､ 電話相談や来所相談に応じる

ハートケアアドバイザーを配置するのに要する

経費

� 問題を抱え

る子ども等の

自立支援事業

費

3,792 不登校､ 暴力行為､ いじめなどの未然防止や

早期発見､ 早期対応を図るため､ 児童生徒の支

援につながる効果的な取組みに関する調査研究

を実施するのに要する経費

� いじめ対策

事業費

2,515 いじめ問題の未然防止､ 早期発見､ 早期対応

を図るため､ 生徒指導担当者による会議の開催､

相談体制の周知及びいじめ根絶のためのテレビ

ＣＭの放映に要する経費

特別支援学校キャ

リア教育充実事業

費

8,935 特別支援学校における生徒の進路指導及び職

業教育に係る指導の充実・強化を図るため､ 地

域の人材を活用した支援体制の組織化を図ると

ともに､ 地域の人材と連携して活動を進めるス

クールジョブマネージャーを配置するのに要す

る経費

配置校 ６校

青い森水辺に学ぶ

プロジェクト事業

費

4,684 児童生徒が地球温暖化をはじめとする環境問

題に取り組む意識を高めるため､ モデル校にお

いて河川・湖沼に係る自然や歴史的な役割につ

いて調査・研究するとともに､ 成果を普及啓発

するのに要する経費

みんなで支える子

どもの安全・安心

推進事業費

9,984 保護者・地域住民・学校等が連携し､ 子ども

の健全育成を推進するため､ 地域の安全・安心

を考える県民のつどい､ 啓発キャンペーン､ 学

校非公式サイト監視等を実施するのに要する経

費

�子どもを見守るみんなの目推進事業費

5,739

�ネット見守り体制推進事業費 4,245

校種間連携による

人財育成事業費

(新規)

7,741
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� 世界へはば

たけあおもりっ

子外国語教育

推進事業費

3,187 児童生徒の英語力及びコミュニケーション能

力の効果的な育成を図るため､ 小・中・高等学

校を通じた系統的な外国語教育モデルカリキュ

ラムを作成するとともに､ 各学校への普及活動

を実施するのに要する経費

� 明日へはば

たけあおもりっ

子キャリア教

育推進事業費

4,554 児童生徒の効果的なキャリア教育の推進を図

るため､ 小・中・高等学校を通じた系統的なキャ

リア教育の指針を策定するとともに､ 地域の特

性を活かした指導方法の調査研究及び成果の普

及活動を行うのに要する経費

青森県産天然活ひ

らめの付加価値向

上作戦事業費

(新規)

2,097

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

20,572

本県の水産業を担う人材の育成と地域活性化

を図るため､ 県立八戸水産高校の生徒が県産ひ

らめの付加価値向上を目的とした技術研究､ 市

場ニーズ調査､ ＰＲ活動等の取組みを実施する

のに要する経費

図書館サービス強

化支援事業費

(新規)

1,774

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

2,722

小学校図書館及び公民館図書室のサービス向

上・機能強化を支援するため､ 研修会､ アドバ

イザー派遣及びモデル事業等を実施するのに要

する経費

地域の教育力によ

る学校支援活動推

進事業費 (新規)

16,220 学校・家庭・地域の連携を強化し､ 地域の教

育力による学校支援活動を推進するため､ 学校

支援センターを開設し学校支援ボランティア活

動等に取り組む市町村を支援するとともに､ 先

進的モデル事業の実施による実践的研究､ 保護

者・地域住民を対象とした研修会等を開催する

のに要する経費

�学校支援活動推進体制整備費 4,220

�学校支援地域本部事業費補助 12,000

補助金交付先 市町村

補 助 率 ２
３ (国１３､ 県

１
３)

高校生による自主

的な安全活動推進

事業費 (新規)

2,915 高校生が自主的に安全活動に取り組む体制を

整備するため､ 自らが企画・立案した取組みに

係る発表会を実施するとともに､ 教職員向け研

修会・安全ワークショップ等を開催するのに要

する経費
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未来を担う子ども

健康生活推進事業

費

11,429 全国上位にある本県の肥満傾向児出現率に対

応するため､ 医学・食生活・運動の専門的見地

に基づく調査､ 健康運動プログラムの作成､ 普

及啓発等に要する経費

平成23年度全国高

等学校総合体育大

会開催費 (新規)

431,362 平成23年度に北東北三県を中心に開催される

全国高等学校総合体育大会の開催に要する経費

開催期日 平成23年７月28日～８月20日

開催場所 県内５市

実施種目 12種目

参加人員 約20,000人

�開催費負担金 427,625

負担金交付先 平成23年度全国高等学

校総合体育大会青森県

実行委員会

�県事務費 3,737

インターハイ選手
特別強化事業費

(新規)

38,418 平成23年度に北東北三県を中心に開催される
全国高等学校総合体育大会に向け､ 大会種目に
おける有望選手・代表選手の特別強化等を実施
するのに要する経費

�インターハイ選手特別強化事業費補助
37,735

補助金交付先 �県体育協会
補 助 率 定額

�県事務費 683

子どものスポーツ
活動推進事業費

14,800 子どものスポーツ活動を推進するため､ 広域
的な連携による地域スポーツ施設の有効活用及
び地域が連携・協働して行うスポーツ活動に対
する支援に要する経費

�地域スポーツ活動連絡協議会開催費 400

�スポーツ活動推進事業費補助 14,400
補助金交付先 地域推進協議会等
補 助 率 定額

豊かなスポーツラ
イフ推進事業費

(新規)

10,781 北海道・北東北知事サミットにおける合意事
項に基づき､ 本県の競技力向上及び県民がスポー
ツに親しむことができる環境づくりを推進する
ため､ ワークショップやスポーツ科学サミット
等の開催によりトップアスリートの育成を支援
するとともに､ みんなでスポーツ・アップリー
ト大作戦の実施による啓発活動等を実施するの
に要する経費
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スポーツ振興基盤

整備検討調査費

(新規)

16,963 本県のスポーツ振興を継続的・計画的に推進

するため､ スポーツ環境の更なる充実に向け､

地域の活性化､ 選手・指導者の育成､ 体育施設

の整備などについて調査・検討し､ 基本構想を

策定するのに要する経費

年がら年中なりき

り縄文フェスタ事

業費

3,104 三内丸山遺跡の魅力再発見の機会を提供する

ため､ ボランティア活動を支えるジュニアサポー

トクラブの活動及び ｢四季の縄文ＤＡＹ｣ を実

施するのに要する経費

青森県博物館ロー

ド事業費 (新規)

6,168 県内博物館及び関連施設が有する郷土資料・

文化遺産について､ 各施設おすすめの収蔵品を

まとめたパンフレット・ＤＶＤ等を作成・配付

するとともに､ 県立郷土館においてこれら収蔵

品の展示による特別展 ｢青森県博物館ロード｣

を開催するのに要する経費

県立学校大規模改

修費

570,658

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

871,483

県立学校施設の大規模改修に要する経費

高等学校 ７校

特別支援学校 ２校

県立学校耐震補強

事業費

322,357

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

405,902

耐震診断の結果､ 補強が必要と判定された県

立学校施設の耐震補強設計・工事に要する経費

高等学校 24校

県立学校校舎等建

築調査設計費

(新規)

137,887 弘前中央高校 (校舎改築)

五所川原工業高校 (校舎改築)

弘前第一養護学校 (給食施設増築)

県立学校校舎等建

築費

467,096

22年度２

月補正対

応額を含

む合計額

513,534

田名部高校 (耐震改築等)

青森中央高校 (校舎改修)

弘前実業高校 (校舎改修)

金木高校 (体育館解体等)

青森東高校 (体育館解体)

むつ養護学校 (校舎改修)
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県立学校運動場用

地造成整備費

(新規)

147,190 青森東高校 (多目的運動場整備)

七戸養護学校 (多目的運動場整備)

東青地域県

民局

東青地域温泉地賑

わい創出推進事業

費 (新規)

2,036 東北新幹線全線開業後の交通環境の変化によ

り利用客減少等の影響が懸念される温泉地域に

おいて､ 青森市と連携し､ 誘客促進に向けた活

性化プロジェクトを検討・立案するのに要する

経費

東北新幹線全線開

業賑わい創出推進

事業費 (新規)

3,124 青森の新たな玄関口にふさわしい賑わいの創

出に向け､ 青森市と連携し､ 新青森駅周辺等の

活性化プロジェクトを検討・立案するのに要す

る経費

東青地域観光力向

上事業費

1,427 (再掲)

食産業の振興によ

る地域力創造事業

費

2,694 東青地域における農林水産資源を活用し､ 地

域内の農林水産業者､ 食品加工業者､ 商店街関

係者等の食関連産業の横断的な連携を通じた地

域力の強化を図るのに要する経費

�東青地域産地・商店街連携促進事業費補助

920

補助金交付先 商店街振興組合等

補 助 率 １
３

�新商品・新メニュー開発等支援事業費 889

�生産者と商店街との交流促進支援事業費

885

しっとりもっちり

東青の米粉スイー

ツ創出事業費

(新規)

1,746 米粉用米の生産から加工・販売の取組みを確

立するため､ 東青地域の特産品と組み合わせた

新たな米粉スイーツを開発・商品化するのに要

する経費

東青の里と海のツー

リズム推進モデル

事業費

1,337 東青地域におけるグリーン・ブルー・ツーリ

ズム活動の推進を図るため､ 農・漁業者連携に

よる受入態勢の検討及びモデルコースの設定等

に要する経費

あおもりカシスブ

ランドパワーアッ

プ支援事業費

728 東青地域における持続可能なカシス産地の確

立を図るため､ 実証ほの設置による栽培技術研

修会の開催､ カシスマイスターによる生産指導

及び青森カシスの付加価値づくりを検討する戦

略会議の開催等に要する経費
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津軽海峡まぐろブ

ランド確立事業費

810 竜飛・三厩産まぐろの流通評価の向上による

ブランドの確立を図るため､ まぐろの品質管理

方法のマニュアル作成等に要する経費

中南地域県

民局

キラリと光る女性

ステップアップ事

業費 (新規)

1,083 自らの夢の実現や創業・起業を志す女性を対

象とする創業・起業セミナーの開催及び事例研

究等に基づくアクションプランの作成支援等に

要する経費

津軽伝統工芸マー

ケティング促進事

業費 (新規)

3,815 中南地域における津軽塗をはじめとした伝統

工芸産業の振興を図るため､ マーケティングプ

ロジェクトチームによる販路開拓を行うととも

に､ 後継者育成のきっかけづくりのための高校

生等を対象としたサマースクール及び津軽伝統

工芸・クラフト展示会の開催に要する経費

津軽地域満足度アッ

プ事業費

4,184 (再掲)

中南地域街なか魅

力発掘・発信事業

費 (新規)

3,590 (再掲)

中南地域温泉誘客

力向上事業費

(新規)

2,913 (再掲)

ホットアップルジュー

ス・ニュースタイ

ルドリンク普及推

進事業費 (新規)

3,400 りんごの消費拡大を図り､ 併せて地域の観光

資源として活用するため､ ホットアップルジュー

スの更なる普及拡大を図るとともに､ 新たなバ

リエーションの創出等を進めるのに要する経費

中南地域もも産地

育成促進事業費

(新規)

3,936 中南地域におけるももの産地育成を図るため､

総合的産地育成戦略の検討､ 生産技術普及拡大､

加工品開発等を行うのに要する経費

三八地域県

民局

三八地域ものづく

り産業振興加速化

事業費

4,760 三八地域の企業・関係者が一体となったもの

づくり産業の振興を図るため､ 専門的・技術的

知見を有するコーディネーターを設置し､ 企業

訪問によるニーズ開拓等を行うのに要する経費

三八地域ものづく

り産業発信事業費

2,707 三八地域におけるものづくり産業の活性化を

図るため､ 地域企業等の技術・製品・研究開発

などの幅広い周知と意識の醸成を目的とした展

示会及びフォーラムを開催するのに要する経費
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三八上北地域産業

連携型ＥＶ導入推

進事業費 (新規)

3,173 (再掲)

三八地域環境・エ

ネルギー関連技術

等活用促進事業費

1,988 三八地域における環境・エネルギー分野の住

民意識と地域企業の技術力の向上を図るための

親子体験フェスタや太陽光パネル設置研修会等

の開催に要する経費

三八地域金属補修

業活性化事業費

(新規)

4,200 三八地域のものづくり産業を下支えする補修

関連産業の振興を図るため､ 三八地域の補修業

者等による研究会を設置するとともに､ 地域シー

ズを活かした高度な長寿命溶射技術を県内企業

と共同開発するのに要する経費

三八地域広域観光

推進プロジェクト

事業費

3,778 三八地域の観光資源を有機的に組み合わせた

広域観光を推進するため､ グリーン・ツーリズ

ムや産業観光等を組み合わせた旅行商品を安定

的に提供する体制づくりの支援等に要する経費

�三八地域広域観光推進体制強化事業費

3,161

・三八地域広域観光推進プロジェクト事業

費補助 2,900

補助金交付先 八戸広域観光推進協

議会

補 助 率 １
２

・県事務費 261

�おもてなしセミナー開催事業費 617

三八地域食活用観

光熟成事業費

(新規)

1,588 (再掲)

三八地域 ｢農業小

学校｣ を核とした

食農推進モデル事

業費 (新規)

2,200 子どもたちの農業や食に対する理解度の向上

と地域コミュニティーの構築を図るための ｢農

業小学校｣ のモデル的開校等に要する経費

三八地域障害者農

業就労促進事業費

(新規)

2,700 障害者の就労拡大及び農業労働力の確保を図

るため､ 関係機関の連携を強化し農業者と障害

者のマッチングを進めるのに要する経費
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南部あかまつ魅力

アップ創出事業費

(新規)

1,857 三八地域森林面積の３分の１を占める南部あ

かまつの住宅への利用を促進するため､ 施主に

アピール効果の高い内装材等として普及・ＰＲ

等を行うのに要する経費

小川原湖内水面資

源高品質化推進事

業費 (新規)

3,000 小川原湖内水面資源の品質保持と安定供給を

持続するための高品質保持試験､ 水質保全事例

調査等を実施するのに要する経費

西北地域県

民局

奥津軽の歴史探訪

推進事業費

2,562 (再掲)

奥津軽若者力活用

観光推進事業費

(新規)

2,017 (再掲)

ようこそ奥津軽へ

おもてなし事業費

(新規)

2,000 (再掲)

西北地域農業新戦

略検討事業費

(新規)

1,200 地域農業経営の安定と所得の向上を図るため､

西北地域の水田農業に係る課題や方向性を踏ま

えた新戦略を検討するのに要する経費

食産業クラスター

形成推進事業費

3,867 (再掲)

西北地域 ｢軽トラ

市｣ まちおこし事

業費

1,381 西北地域の農林水産物の地産地消の推進を図

るため､ 地元商店街と産直団体等が連携して開

催する歩行者天国における ｢軽トラ市｣ の実施

に要する経費

奥津軽の米ビジネ

スの輪拡大事業費

(新規)

2,300 管内の米粉の生産・加工・流通を促進するた

め､ 関係者間の情報の共有化及びネットワーク

の構築､ 米粉加工品の販売促進等に要する経費

西北肉牛地域銘柄

化推進事業費

1,170 西北地域における肉用牛の品質向上と銘柄化

の推進を図るため､ 繁殖・育成技術研修等の実

施及び ｢深浦牛｣ ､ ｢市浦牛｣ の販売促進活動

等に対する支援に要する経費

�技術向上・銘柄化推進事業費 670

�西北肉牛地域銘柄化推進事業費補助 500

補助金交付先 西北肉牛銘柄化推進協

議会

補 助 率 １
２
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西北地域木質資源

有効活用調査事業

費 (新規)

1,000 地域の未利用木質資源の有効活用を図るため､

木材需要等実態調査､ 集約化施業モデルの検討

等を行うのに要する経費

日本海さけ資源再

生事業費

1,270 日本海沿岸のさけ資源の再生を図るため､ 地

域漁業関係者と連携して実施する海中飼育試験

及び海中飼育技術の確立・普及に要する経費

河床掘削土の肥沃

土化事業費

2,000 河床掘削土の有効利用を図るため､ 水分調整・

分別・成分分析を経た掘削土の農業用耕作土壌

への再利用可能性を検討するのに要する経費

上北地域県

民局

上北地域温泉ネッ

トワーク推進事業

費

1,499 上北地域における温泉資源を活用し､ 周遊型

観光の促進を図るため､ 上北地域の温泉施設の

ネットワーク化の推進と情報発信､ 地域温泉リー

ダーの育成等に要する経費

上北地域元気なご

当地グルメ総結集

事業費 (新規)

2,333 (再掲)

上北の旅情発見・

発信事業費(新規)

1,080 上北地域への誘客促進を図るため､ 風景や地

域の人々とのふれあい等の旅情豊かな映像を観

光客の視点から制作し､ インターネット上で動

画配信するのに要する経費

東北新幹線七戸十

和田駅開業キャン

ペーン推進事業費

4,500 (再掲)

｢農業とともに住

み続けていける地

域づくり｣ 実践事

業費

2,055 人口減少社会における持続可能な新たな農村

社会システムの構築手法を検証するため､ モデ

ル地域において農業を核とした地域づくりを総

合的に展開するのに要する経費

上北農業を担う次

世代経営モデル育

成事業費

1,774 上北地域における建設業の農業参入の促進と

大規模農業経営体を育成するため､ 建設業者や

農業者等を対象とする個別相談会､ 技術・経営

指導､ 実践研修会､ 大規模化推進フォーラムの

実施等に要する経費

上北産スギ利用拡

大促進事業費

(新規)

1,000 上北地域森林面積の４分の１を占めるスギの

消費拡大を図るため､ 構造材としての利用検証､

工務店・施主等を対象とした普及促進に要する

経費
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公共牧場地域一体

型構想モデル推進

事業費 (新規)

4,112 上北地域の公共牧場の有効活用を図るため､

低コスト化や経営改善に係る構想を策定し､ モ

デル的実証実験を行うのに要する経費

上北型飼料米利用

システム確立事業

費 (新規)

1,582 飼料米の生産量増加を促進するため､ 低コス

ト流通体制の整備検討､ 飼料米の養豚への給与

実験による高付加価値畜産物の生産検討等を行

うのに要する経費

三八上北地域産業

連携型ＥＶ導入推

進事業費 (新規)

4,787 (再掲)

上北地域新エネル

ギー・省エネルギー

普及啓発事業費

(新規)

12,413 上北地域において今後需要の拡大が見込まれ

る新エネルギーや省エネルギーの普及促進を図

るため､ セミナー・出前講座による普及啓発及

び事業者向けの関連技術取得研修等を実施する

のに要する経費

下北地域県

民局

下北半島と首都圏

交流推進事業費

(新規)

1,600 首都圏における下北地域の食材販売や観光Ｐ

Ｒ等の定期的な実施及び酪農・農作業等の体験

希望者の下北地域への呼び込み促進に要する経

費

下北学普及促進事

業費 (新規)

1,000 次代を担う子どもたちに地元下北の良さや地

域を誇りに思う気持ちを伝えるための学習会及

び成果発表会の開催に要する経費

下北地域着地型旅

行商品チェックアッ

プ事業費 (新規)

1,400 下北地域への誘客促進を図るため､ 着地型旅

行商品について､ 大都市圏の旅行エージェント

から課題等を聞き取り調査するとともに､ 専門

家の指導による検証等を行うのに要する経費

近場を攻める下北

半島観光推進事業

費

2,542 下北地域における交流人口の拡大を図るため､

下北地域への来訪客の多い近隣道県における観

光・物産品等の情報発信に要する経費

下北農林水産業連

携活性化推進事業

費 (新規)

1,350 下北地域の農林水産業振興のため､ 農林漁家

が連携して生産物等商品の高付加価値化や販路

拡大を図る取組み等を促進するのに要する経費

下北味わい弁当創

出事業費 (新規)

1,220 下北地域ならではの ｢食｣ を観光資源とする

ため､ 豊富な海産物を活かした弁当を創作し､

ＰＲを行うのに要する経費
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下北産水産物まる

ごと活用促進事業

費

1,700 下北地域の水産資源の新たな付加価値を創出

し､ 地域の生業づくりを進めるため､ 市場出荷

において規格外品として扱われている水産物の

利活用促進に向けた調査・普及活動及び低・未

利用魚種の加工品開発等に要する経費

立ち上がれ下北酪

農活性化事業費

1,545 下北地域における酪農経営の安定化を図るた

め､ 地域の未利用資源を活用した飼料化の実証

及び下北産牛乳の消費拡大に向けたＰＲ活動や

新商品開発の支援に要する経費

�下北酪農活性化事業費 1,380

�立ち上がれ下北酪農活性化事業費補助 165

補助金交付先 下北地域県産牛乳普及

協議会

補 助 率 １
３

くらげに負けない

下北さけづくり事

業費 (新規)

2,840 さけ盛漁期における大型くらげ被害の軽減を

図るため､ くらげ出現量が少ない時期のさけ資

源を造成するのに要する経費

ほたてがい養殖業

協業化モデル実証

事業費

2,906 人口減少地域におけるほたてがい養殖業の協

業化による経営の省力化・安定化を図るため､

協業化モデルの実証・策定及び販路拡大の検討

等に要する経費

津軽海峡きあんこ

うブランド化推進

事業費

1,900 津軽海峡産きあんこうのブランド化を推進す

るため､ 標識放流による生育環境等の把握を通

じた効果的な資源管理方策の確立・普及､ 戦略

的な販売方策の調査・検討､ 付加価値向上のた

めの新たな加工品の開発等に要する経費
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